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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 百万円 38,252 44,607 54,614 61,838 67,472

経常利益又は経常損失
(△)

百万円 △420 245 1,759 5,081 6,941

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期
純損失(△)

百万円 △443 1,301 1,013 3,262 4,960

包括利益 百万円 △434 1,421 1,131 3,498 4,932

純資産額 百万円 8,096 9,302 10,300 13,536 17,060

総資産額 百万円 23,942 26,910 30,760 32,774 34,814

１株当たり純資産額 円 458.57 526.87 583.42 766.66 966.17

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)

円 △25.09 73.74 57.39 184.76 280.95

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 ― － － － －

自己資本比率 ％ 33.8 34.6 33.5 41.3 49.0

自己資本利益率 ％ △5.3 15.0 10.3 27.4 32.4

株価収益率 倍 ― 17.3 26.7 17.5 12.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

百万円 1,599 4,026 4,676 6,216 6,787

投資活動による
キャッシュ・フロー

百万円 △2,083 △1,850 △2,187 △906 △1,772

財務活動による
キャッシュ・フロー

百万円 2,219 △509 △1,863 △2,599 △3,585

現金及び現金同等物
の期末残高

百万円 5,261 6,995 7,688 10,547 11,952

従業員数
人

563 566 548 595 625
[外、平均臨時
雇用者数] ［4,146］ ［4,538］ ［4,995］ ［5,322］ ［5,993］

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第43期の期首から適用してお

り、第43期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等になっておりま

す。

３．2023年11月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第42期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算

定しております。

４．第42期の株価収益率は１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ(E03176)

有価証券報告書

  2/108



 

(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 百万円 35,720 41,082 49,728 56,514 62,129

経常利益又は経常損失
(△)

百万円 △14 164 1,489 4,750 6,722

当期純利益又は
当期純損失(△)

百万円 △322 776 764 3,085 4,830

資本金 百万円 100 100 100 100 100

発行済株式総数 千株 8,882 8,882 8,882 17,765 17,765

純資産額 百万円 7,587 8,148 8,780 11,605 15,028

総資産額 百万円 22,051 25,063 27,107 28,791 30,562

１株当たり純資産額 円 429.73 461.53 497.34 657.28 851.10

１株当たり配当額
円

10.00 20.00 15.00 70.00 70.00
(うち１株当たり
中間配当額)

(5.00) (10.00) (5.00) (20.00) (30.00)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)

円 △18.26 44.00 43.32 174.74 273.56

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 ― － － － －

自己資本比率 ％ 34.4 32.5 32.4 40.3 49.2

自己資本利益率 ％ △4.1 9.9 9.0 30.3 36.3

株価収益率 倍 ― 28.9 35.4 18.5 12.4

配当性向 ％ ― 22.7 17.3 34.3 25.6

従業員数
人

537 537 519 565 598
[外、平均臨時
雇用者数] ［3,877］ ［4,254］ ［4,731］ ［5,061］ ［5,745］

株主総利回り ％ 119.6 116.2 140.2 299.1 319.4

(比較指標：配当込み
TOPIX)

％ (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 円 2,865 3,010 3,430
4,110

（5,650）
4,615

最低株価 円 1,720 2,359 2,410
3,025

（2,969）
2,804

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第43期の期首から適用してお

り、第43期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等になっておりま

す。

３．第42期の株価収益率及び配当性向は１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．2023年11月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第42期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失を算

定しております。なお、１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しており

ます。

５．第46期の１株当たり配当額70円のうち、期末配当額40円には、2025年６月20日開催予定の定時株主総会の決

議事項となっております。

６．最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022年４

月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。なお、第45期の株価については、

株式分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、株式分割前の最高株価及び最低株価を括弧内に記載し

ております。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

1979年７月 宇都宮市上大曽町に、資本金1,000万円をもって元禄商事㈱を設立

1980年６月 ㈲廻る元禄(1989年３月株式会社に組織変更　同年10月当社との合併により消滅)の所有店舗８店

を賃借して当社店舗として営業開始

1984年１月 ㈱元禄(現 ㈱焼肉坂井ホールディングス)と「元禄寿司商標使用に関する契約」を締結

1984年11月 商号を元禄㈱に変更

1990年２月 本店を宇都宮市大通りに移転

 ㈱元禄との「元禄寿司商標使用に関する契約」を解約

1990年３月 商号を元気寿司㈱に変更し、新商標「元気寿司」で営業開始

1991年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録

1992年５月 全額出資子会社GENKI SUSHI HAWAII,INC.(現 GENKI SUSHI USA,INC.)を設立(現 連結子会社)

1993年５月 GENKI SUSHI SINGAPORE PTE.LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2008年５月契約

終了)

1995年12月 栃木県鹿沼市に「鹿沼物流センター」を開設

1997年３月 GENKI ICHI CORP.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2012年３月契約終了)

1997年11月 東京証券取引所市場第二部に上場

1998年５月 ㈱グルメ杵屋と業務・資本提携に合意

2000年５月 ㈱グルメ杵屋との共同出資により杵屋元気寿司東海㈱を設立(2008年３月解散　同社店舗を当社

が譲受)

2002年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

2005年５月 BURGAN GROUP HOLDING CO.(現 FOOD MASTER RESTAURANTS & CATERING CO.)と元気寿司出店のフ

ランチャイズ契約を締結

2005年10月 GENKI SUSHI HONG KONG LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結

2008年２月 PT.ILHAM PUTRA WICAKSANAと元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2010年８月契約終了)

2009年４月 新潟県の３店舗を営業の譲受により取得

2010年５月 KAMAYA(HONG KONG) LTD.と釜や本舗出店のフランチャイズ契約を締結(2012年５月契約終了)

2010年６月 CULINARY MASTERS SINGAPORE PTE.LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2016年12月

契約終了)

2012年５月 ㈱神明(現 ㈱神明ホールディングス)と資本・業務提携に合意

2012年９月 ME CONCEPT CO.,LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2019年４月契約終了)

2012年12月 PT.AGUNG MANDIRI LESTARIと元気寿司出店のライセンス契約を締結

2013年11月 カッパ・クリエイトホールディングス㈱(現 カッパ・クリエイト㈱)と業務提携に合意(2014年12

月解消)

2014年８月 MOTHER SPICE FOOD CORP.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結

2015年６月 ㈱神明ホールディング(現 ㈱神明ホールディングス)による当社への友好的TOBが実施され、同社

の子会社となる

2015年８月 KATANA FOODS (GSUK) LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2017年２月契約終了)

KATANA FOODS PTY LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結(2018年12月契約終了)

K CONCEPTS (CAMBODIA) CO.,LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結

2016年12月 GENKI SUSHI SINGAPORE PTE.LTD.の全株式を取得して、子会社化(2017年８月全株式を売却)

2017年８月 EDEN HOTELS & RESORTS CO.,LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結（2022年11月契約

終了）

JAPANESE DINING CONCEPTS (ASIA) LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結

2017年９月 ㈱神明(現 ㈱神明ホールディングス)及び㈱スシローグローバルホールディングス(現 ㈱FOOD &

LIFE COMPANIES)との資本業務提携に合意(2019年６月解消)

2019年４月 GENKI SUSHI (THAILAND) CO.,LTD.と元気寿司出店のフランチャイズ契約を締結

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からスタンダード市場

に移行

2023年７月 ㈱麺庄と米国ハワイ州における、ラーメン事業出店の業務提携(フランチャイズ契約)を締結

2024年８月 商号を「Genki Global Dining Concepts」に変更

2024年８月 東京都台東区に「東京本社」を開設

2024年12月 本店を栃木県から東京都に移転
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社１社により構成されており、レストラン関連事業を行っております。また、

当社は㈱神明ホールディングスの子会社であり、当社と親会社の子会社との間には継続的な事業上の関係がありま

す。

当社グループの、事業の内容及び当該事業における当社及び関係会社の位置づけは次のとおりであります。

なお、次の部門は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項(セグメント情報

等)」に掲げるセグメントの区分と同一であります。

(国内事業)　　　　当社において、レストランの展開を行っております。

(グローバル事業)　当社において、海外フランチャイズ展開及び子会社のGENKI SUSHI USA,INC.において、レスト

ランの展開を行っております。

(その他)　　　　　 親会社の子会社である㈱神明などから食材等の仕入を行っております。

(事業系統図)

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
(または被所有)

割合(％)
関係内容

(親会社)  百万円    

㈱神明ホールディングス
(注)

神戸市中央区 100 純粋持株会社 (40.8)
当社へ出向者を派遣してい
る。
役員の兼任等…有

(連結子会社)  千米ドル    

GENKI SUSHI USA,INC.
 

米国ハワイ州 500 レストラン 100.0

当社へロイヤリティの支払
をしている。
当社より一部食材等の供給
を受けている。
役員の兼任等…無
 

その他　１社      

 

(注)　議決権の被所有割合は100分の50以下でありますが、支配力基準による親会社であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(2025年３月31日現在)

セグメントの名称 従業員数(人)

国内事業 483 ［5,702］

グローバル事業 37 ［248］

報告セグメント計 520 ［5,950］

全社(共通) 105 ［43］

合計 625 ［5,993］
 

(注) １．従業員数は就業人員(正社員、契約社員、嘱託社員、研修社員)であり、臨時従業員数(パートナー社員)は

［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。
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(2) 提出会社の状況

(2025年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

598 ［5,745］ 40.1 10.8 5,820,636
 

 
セグメントの名称 従業員数(人)

国内事業 483 ［5,702］

グローバル事業 10 ［－］

報告セグメント計 493 ［5,702］

全社(共通) 105 ［43］

合計 598 ［5,745］
 

(注) １．従業員数は就業人員(正社員、契約社員、嘱託社員、研修社員)であり、臨時従業員数(パートナー社員)は

［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3) 労働組合の状況

当社には、UAゼンセン同盟元気寿司労働組合が組織(組合員数5,549人)されており、UAゼンセン同盟に属しており

ます。

また、連結子会社は労働組合が組織されておりませんが、労使関係について特記すべき事項はありません。

 

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①　提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に
占める

女性労働者
の割合（％）
（注１）

男性労働者の
育児休業

取得率（％）
（注２）

労働者の男女の
賃金の差異（％）（注１）

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

13.2 40.0 86.7 70.0 137.7

パート・有期労働
者については、男
性労働者より、女
性労働者の方が平
均労働時間が長い
ためであります。

 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループはこれまでの伝統・企業文化を尊重しながらも、これから新たなステージを進んでいくにあたって

従来の「経営理念」を刷新し、当社を取り巻く社会やステークホルダーに対して当社の使命・信念・存在意義、あ

りたい姿を示すものとして「私たちは、まごころ込めた一皿で、豊かで楽しい時間（ひととき）を提供し、世界中

を"元気"にします」を新たに制定し掲げております。

この理念に基づき、寿司をはじめとする食の提供を通じて、お客さまに対して居心地の良い空間を提供し、豊か

で楽しい時間を過ごしていただくことで、世界の人々の心と身体の健康への貢献を目指してまいります。

また、当社グループは、2023年６月に公表いたしました「中期経営計画（2024年３月期から2026年３月期）」に

基づき計画の推進を行ってまいりましたが、すでに２年前倒しで一部数値を達成いたしました。 これからさらなる

成長を 目指すため、より高い目標を掲げた中期経営計画を策定することにいたしました。当社グループならではの

価値の訴求を続け、寿司だけにとどまらず、日本食を世界に発信してまいります。

 

(2) 目標とする経営指標

 2028年3月期

売上高 830億円

営業利益 77億円

総店舗数 564店

自己資本利益率 21.1％
 

 
(3) 中長期的な会社の経営戦略

①　グローバル事業の拡大と日本食文化の浸透

既存地域でのプレゼンス向上および新規地域への本格進出

②　国内事業の拡充と新たな価値の創造

都市部強化、リブランディング推進、事業ポートフォリオの多角化

③　持続可能な経営基盤の強化

人的資本投資、ＤＸ投資、サステナビリティ経営推進
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループを取り巻く経営環境では、米を中心とした原材料価格や資源価格の高騰や為替変動、通商政策をは

じめとするアメリカの政策動向といった外部環境の変化により、コスト上昇リスクが一層顕在化しております。ま

た、地政学リスクや感染症の再拡大といった将来の不確実性も事業運営に影響を及ぼす要因となっており、柔軟か

つ迅速な対応力が一層求められています。加えて、顧客ニーズの多様化やサービスの高度化に伴う顧客獲得競争、

生産年齢人口の減少による人材確保・育成競争の激化など、業界全体での課題も深刻化しております。

　こうした経営環境のもと、当社は中期経営計画（2024年度～2027年度）の策定を行いました。「世界中に日本食

文化を拡げ、人々をさらに元気にする」をビジョンに掲げ、「新たな成長ステージ」として国内外へ戦略的な展開

を実施してまいります。ビジョンの実現に向けて挑戦を続けるとともに、変化に強い経営基盤を構築し、持続的な

成長を実現してまいります。

 
①　グローバル事業

　グローバル事業につきましては、国内市場の成熟化や人口動態の変化といった中長期的な事業環境の制約を踏ま

え、持続的成長の実現に向けた重要な中核戦略領域として位置づけております。2024年度からの中期経営計画にお

いては、ハワイでの新業態開発及びアジア諸国でのフランチャイズ網の強化を重点施策とし、現地特性に即した柔

軟かつ機動的な事業運営体制の整備を進めてまいります。ハワイでは、収益性の高い店舗モデルの確立とその運営

ノウハウの蓄積を図ってまいります。アジア各国においては、現地の有力パートナーとの連携を通じたフランチャ

イズ展開を加速させ、出店効率と事業収益性の最適なバランスを追求してまいります。また、各地域における消費

者ニーズや商習慣の多様性を踏まえた商品・サービスの最適化、並びにサプライチェーンの強化を通じて、競争力

のあるグローバルブランドとしての基盤を確立してまいります。これらの取り組みを通じて、当社グループにおけ

るグローバル事業の売上及び利益構造の比率を段階的に高め、事業ポートフォリオの強靭化及び中長期的な企業価

値の持続的な向上を実現してまいります。

 
②　国内事業

　国内事業につきましては、依然として当社グループの中核を成す収益基盤であり、今後も安定的な成長と収益性

の確保に向けた重点領域として位置づけております。少子高齢化に伴う市場の成熟化や人手不足、エネルギー・原

材料価格の高騰といった外部環境の変化を踏まえ、事業構造の柔軟な見直しと高効率な店舗運営体制の構築が喫緊

の課題と認識しております。本中期経営計画においては、都市部を中心とした戦略的出店の加速、インバウンド需

要の取り込み、新業態・ブランドの育成、既存店舗のリブランディングを通じて、顧客接点の拡大とブランド価値

の向上を図ってまいります。あわせて、店舗改装や省力化設備の導入、デジタル技術を活用した業務効率化を推進

し、労働生産性の向上と顧客体験価値の向上の両立を目指します。さらに、原材料調達・物流・店内オペレーショ

ンに至るまで、当社独自のバリューチェーンを最大限に活用し、高品質かつコストパフォーマンスの高いサービス

の提供を通じて、顧客満足度の一層の向上と競争優位の確立に努めております。これらの施策を着実に実行するこ

とで、収益力の強化と市場における優位性の確保を図り、中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。
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③　経営基盤の強化

　経営基盤の強化は、当社グループが中長期的に安定かつ持続的な成長を遂げる上で不可欠な要素と位置づけてお

り、「人的資本」「サステナビリティ」「DX（デジタルトランスフォーメーション）」の各側面において多面的な

取り組みを推進しております。

人的資本においては、採用難や人材流動性の高まりといった外部環境を踏まえ、社員が安心して働き続けられる職

場環境の整備に加え、次世代リーダーの育成やエンゲージメント向上施策（タウンホールミーティングや階層別研

修など）を通じて、組織全体の成長力と定着率の向上を図っております。あわせて、従業員の働きがいと満足度の

向上を図るため、物価上昇を踏まえた給与水準および初任給の引き上げを実施するとともに、食事補助手当とし

て、チケットレストランの導入やスポーツジム費用の補助など、福利厚生制度の充実にも取り組んでいます。

また、多様な人材が能力を発揮できる環境の整備に取り組んでおり、女性の活躍推進、障がい者雇用、シニア人材

の活用に加えて、外国人材の登用にも注力するなど、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進を図っておりま

す。

サステナビリティ経営の観点では、CO₂排出や食品ロスの削減など環境負荷の低減に取り組むとともに、地域社会

との共生、安心・安全な商品の提供を通じた食文化の発信など、社会的価値の創出を図っております。

　さらに、DXによる業務効率化・省人化を進めることで、変化の激しい市場環境下においても、高い収益性と機動

力を備えた運営体制の構築を目指しております。あわせて、情報発信力と企業としての透明性の向上にも継続的に

取り組んでおります。こうした経営基盤の強化を通じて、社会的要請への的確な対応と企業価値の持続的な向上を

両立させ、持続可能な成長の実現を目指してまいります。

 
　当社グループは、こうした取り組みを通じて、国内外における事業の拡大と経営基盤の高度化を両立させ、外食

産業としての社会的責任を果たしながら、持続的な企業価値の向上を目指してまいります。今後も、経営環境の変

化に的確に対応しつつ、成長機会の獲得と収益力の強化に向けた取り組みを継続し、株主をはじめとする全てのス

テークホルダーの皆様のご期待にお応えできる企業グループを目指してまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次の通りであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）ガバナンス

当社グループは、社会的価値と経済的価値の両立を通じて持続可能な社会を実現することをめざし、サステナビ

リティの監督と執行の実効性を高めています。

執行側においては、代表取締役社長執行役員が議長を務め、役員と部門長を議員とするサステナビリティ推進会

議をスタートし、サステナビリティに係るリスクと課題を特定・評価して方針・戦略を策定しています。決定事項

は各部門を通じて事業戦略に落とし込まれ、全社一体で推進されています。同会議は年２回開催され、全社のサス

テナビリティに関するPDCAプロセスをモニタリングし、年２回取締役会に報告する体制となっています。

取締役会は、サステナビリティ推進会議を通じ、ESGやSDGsに関する重要テーマについて外部有識者の意見を取り

入れ、モニタリングの感度と精度を高めています。また、役員に求められるスキルとして社会的インパクトの創造

を重視し、人事評価にも反映してまいります。

 

（2）リスク管理

当社グループは、経営や事業に影響を与える不確実性をリスクと定め、それが顕在化したものをクライシスとし

て、全社的に管理しています。

代表取締役社長執行役員を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会では、外部環境に起因するリスクを

「自然・政治・経済・社会・技術」の観点、組織内に起因するリスクを「戦略遂行・事業管理・業務運営」の観点

でそれぞれ抽出し、発生確率と影響度に基づき優先順位を設定しています。年２回開催される同委員会は、重要度

の高いリスクの状況確認や対策見直しを行い、適宜取締役会に報告するとともに、関係部門と連携して対策を実施

しています。サステナビリティに関するリスクはこの仕組みの中で識別・評価され、優先順位を付けたうえでサス

テナビリティ推進会議に報告/付議されます。

クライシスが発生した場合に備え、その類型ごとにグループ本社と各部門の連携体制を明確化し、適切に対応で

きる体制を構築しています。また、さまざまなクライシスを想定したBCP（事業継続計画）の整備を進め、定期的に

見直し取締役会に報告しています。

 

（3）戦略

①サステナビリティ全体

当社グループは、企業理念である「私たちは、まごころ込めた一皿で、豊かで楽しい時間を提供し、世界中を

“元気”にします」に基づき、自然の恵みと自らの強みを活かして、ステークホルダーの皆さまと共に新たな価

値を創造し続けることを最も大切にしています。

私たちは、日本の食の素晴らしさを世界に広めることを使命とし、食産業の活性化と食文化の継承に取り組ん

でいます。特に、食の基盤である「米」を重要視しており、親会社が米卸企業である個性を生かし、米を中心と

した業態やメニューを展開することで、生産地とお客様を結ぶ架け橋になりたいと考えています。

こうして食の課題に向き合うアグリフードバリューチェーンは、人類が住み続けることができる地球環境と

人々が健やかに暮らせる社会を、次世代につなぐ力を持っています。当社はその実現に向けた諸課題を、社会や

環境へのインパクトと当社にとってのインパクトの観点で動態的に捉えたうえで、「地球と社会と人の“元

気”」を実現する次の6つのマテリアリティを定めました。
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イ 気候変動への対応

食器・容器・店舗のエコロジー化、配送の効率化などを通じてCO2排出量を減らし、温暖化抑制に貢献しま

す。

ロ 自然資源の保護

廃棄物の削減、水資源と生物資源の有効活用、海洋汚染の改善に取組み、経済や社会の土台である自然を守

ります。

ハ 世界・地域社会との共存共栄

各国や各地域の食文化や食産業への貢献、雇用の創出を通じ、共に進化し続ける基盤を作ります。

ニ 人々の健康で豊かな暮らしの実現

コミュニティの活性化、健康に配慮した商品開発などを通じ、社会のつながりや人々の幸せを育みます。

ホ 安全安心な食の提供

HACCPに基づく衛生管理を通じて、食産業としての責任を全うします。

ヘ 働く人の多様性の尊重

多様な価値観や考え方の交換を通じ、イノベーションを生む組織能力を高めます。
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自然の恵みとその力を借りて事業活動をしている当社は、気候変動や社会動向に伴うリスクや機会に応じて、

マテリアリティごとの対策を機動的に実践していきます。自然を大切にしながら、社会の絆を深め、人々のウェ

ルビーイングを育むこと、それが私たちの願いです。

＜気候変動に伴うリスクと機会＞

 分類 内容 影響度 対応策

移

行

リ

ス

ク

政策/

法規

カーボンプライシングによる

省エネ機器投資増

大 エコロジー店舗の試行

炭素税引上分の価格転嫁による

原料・物流・製造コスト増

大 配送効率化の推進

プラスチック規制による

代替素材使用コスト増

大 エコ素材を使用した食器や容器の段階的

導入

技術
GXを加速するDXに対応する

システム投資増

中 サプライチェーンパートナーとの連携

評判
ESG・SDGsの取り組みの遅延による

ブランドイメージ・売上・株価低下

中 財務と非財務の統合推進

市場
消費者のサステナビリティ志向の高まりによる

メニュー変更コスト増

小 エシカルメニューと通常メニューの両輪展開

物

理

リ

ス

ク

急性
自然災害増加に伴う

サプライチェーン断絶による売上減

大 BCPの定期的見直し

慢性

平均気温上昇に伴う

電力供給不安定化による商品廃棄コスト増

中 在庫管理の強化

平均気温上昇に伴う

設備劣化による修繕・買替コスト増

中 エリアや店舗の特徴に応じたリスクの特定と

管理

降水・気象パターン変化に伴う

農水産物収量減による原料コスト増

大 特定の原料に依存しない柔軟なメニュー開

発

機

会

　

政策/

法規

GX推進法による

サーキュラーエコノミー市場拡大

小 サプライチェーンパートナーとの協働推進

技術
省エネ製法の進化による

製造コスト減

中 省エネ技術情報の継続的探索

評判
経済的価値と社会的価値の両立による

企業レピュテーション向上

大 財務と非財務が統合した戦略実行と情報開

示

市場

消費者のサステナビリティ志向や食の嗜好の

変化による新市場の伸長

小 社会課題を軸としたマーケティング強化

サステナビリティ要求の高度化によるサプライ

チェーンの結束必須化

小 協働領域の継続的探索
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 ②人材育成方針と社内環境整備方針

人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

当社を取り巻く事業環境は、生産年齢人口の減少、国内回転寿司市場の寡占化、原材料価格・エネルギー価

格の高騰など、足元でも先行きが不透明な状況が続いており、今後もしばらくは同様の状況が続くことが予想

されます。

こうした状況の下、当社では2024年度から2027年度までの4カ年を計画期間とする中期経営計画で定めた重点

戦略に基づいて各種施策を推進しております。本中期経営計画においては、企業の存続基盤であり、かつ当社

におけるサステナビリティの重点課題でもある人材を当社の持続的な成長の要と位置付け、人材への投資を最

重要課題としております。

人材への投資にあたっては、従業員一人一人が有する能力を最大限発揮することができる環境の整備を目指

し、人事制度の見直しや組織体制・文化の変革などを進めてまいります。階層に応じた従業員の能力開発を可

能にする研修機会の充実等の環境整備を進めるとともに、能力を活かす環境に積極的に挑戦できる登用制度の

活用、本社と現場のコミュニケーション促進のための施策の充実等、従業員のモチベーション向上に資する取

り組みを増やし、従業員のエンゲージメントを強化するとともに、自律的な成長を支える仕組みの構築に注力

していく方針です。これにより、人的資本のストックを増やし、組織としての生産性向上に努めるとともに、

持続的成長の基盤としてまいります。

 

主な施策は以下のとおりです。

 既に取り組んでいる施策 今後取り組む予定の施策

モチベーションマネジメント
・就業規則や労務管理規程の見直し
・育児休暇の取得の促進
・決算賞与の実施

・理念・業績浸透による透明性のある
評価制度の確立

・目標管理及び人事評価制度を一新す
る、人事制度改革の取り組み

・福利厚生の拡充
・健康経営への取り組み

リソースマネジメント

・次世代経営者育成に向けた研修制
度の導入

・中途採用の継続的な実施
・社内公募制の導入

・専門職の積極的な採用
・外国籍正社員登用強化
・配属先への適正重視
・階層別研修のさらなる充実
・社内登用の推進

 

また、多様性に富んだ人材の採用と活用が、多様化するお客様の価値観・ニーズを捉え、顧客付加価値の向上と

企業価値の向上に資するとの認識から、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進しております。多様な人材を採

用し、従業員それぞれの多様な考え方や経験を活かすことで新しい価値の創出を目指してまいります。このような

中、女性管理職比率の向上、シニアの活躍推進、外国人管理職比率の向上が、ダイバーシティ＆インクルージョン

の実現に繋がるという考えの下、多様性確保に向けた指標を設定し、その取り組みを引き続き進めてまいります。

なお、女性については、次世代法・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画（計画期間：2021年４月～2026

年３月）において「管理職（課長級以上）に占める女性の割合を20％以上にする」「正社員の男女の平均勤続年数

の差を８年から６年にする」目標を設定しております。
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（4）指標及び目標

当社グループは、持続可能な社会の実現の為には、ステークホルダーの皆さまそれぞれにとっての価値が循環す

ることが大切であると考え、全てのマテリアリティについて、社会的価値と経済的価値の両立に繋がる主要テーマ

を定めました。その中で、サステナビリティ経営の基盤となる人的資本については、指標と目標値を定めていま

す。目標年は、2024年～2027年中期経営計画と整合しています。なお、海外子会社については雇用環境が大きく異

なることから、労働市場の条件を踏まえて指標の記載と連結ベースでの開示を検討してまいります。

＜目標＞

マテリアリティ 主要テーマ

気候変動への対応 配送の総距離短縮

自然資源の保護・有効利用 食品と廃油のリサイクル

世界・地域社会との共存共栄 海外ネットワーク拡大による雇用機会創出

人々の健康で豊かな暮らしの実現 地域や・コミュニティの活性化

安全安心な食の提供 HACCPの考え方に基づく衛生管理

働く人の多様性の尊重 イノベーションを生む組織能力の醸成
 

 
＜指標＞

指　標 2022年度 2023年度 2024年度 目標

女性正社員比率 23.5% 22.8% 22.7% 2027年度までに26％

女性管理職比率 12.3% 11.9% 13.2% 2027年度までに20％

女性店長人数（人） 19 23 19 2027年度までに20人

男女平均賃金の格差

(男性の賃金に対する女性の賃金割合)
70.2% 71.4% 70.0% 2027年度までに75％

男性育児休業取得率 37.5% 33.3% 40.0% 2027年度までに50％

外国人店長人数（人） 7 7 5 2027年度までに8人

フレンド社員（障害者）雇用率（注） 2.3% 2.3% 2.5% 2027年度までに2.6％

65歳以上の週20時間以上勤務者数（人）

（注）
370 348 350 2027年度までに400名

 

（注）非正規社員を含む
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断した

ものであります。

 

(1) 経済状況の変化について

当社グループは、国内及び海外においてレストラン関連事業を行っております。そのため、国内の景気動向や政

府による各種政策等の影響を受けるのみならず、世界的な政治経済や海外における子会社及びフランチャイズ先が

存在する国固有の政治経済状況等の動向により、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があ

ります。

 

(2) 競合の状況について

当社グループの属する外食産業におきましては、マーケットが飽和、成熟段階に入っており、お客様のニーズの

変化、多様化に応えるため、企業間の差別化競争が一層激しくなっております。

当社グループといたしましては、常に顧客動向に敏感に反応しながら、商品開発、サービスの向上並びに、快適

な店舗づくりに取り組んでまいりますが、今後の競争の状況によっては、当社グループの財政状態及び経営成績が

影響を受ける可能性があります。

 

(3) 食材等の市況について

当社グループの扱う食材のうち、魚介類、農産物は、天候等の影響による収穫量の変動に伴う市況の変動リスク

を負っております。さらに海外産の冷凍水産物等は、現地の市況、為替の変動による国内市況変動のリスクがあり

ます。

当社グループでは、親会社である㈱神明ホールディングスの子会社、㈱神明及び㈱神戸まるかん等を通じて、産

地の分散、複数社購買等により、低価格かつ安定的な購入に努めておりますが、上記諸事情等により食材市況が大

幅に変動した場合、仕入価格の上昇、食材の不足等により、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける

可能性があります。

 

(4) 法的規制等について

当社グループは、「食品衛生法」の法的規制を受けており、店舗毎に所轄の保健所を通じての営業許可を取得し

ております。

当社グループの取扱商品は食材が主体でありますので、衛生管理には特に留意し、衛生管理室により、物流セン

ター、各店舗の食材、従業員、設備備品の定期検査を実施しております。食材については、当社納入時及び店舗段

階でのサンプル回収による細菌検査を実施しております。

検査の結果、細菌数の多い納入業者に対しては、注意勧告、取引停止等の措置で対応しております。店舗段階に

おいては、食材の検体回収はもちろんのこと、厨房設備等から拭き取りによる細菌検査を実施し、その結果を受け

ての改善指導、再検査というかたちで実施しております。

さらに従業員の保菌検査については定期的に外部検査機関に委託して実施しております。

上記のように、当社グループは積極的に衛生管理に取り組んでおりますが、当社グループ固有の衛生問題のみな

らず、社会全般にわたる一般的な衛生問題等が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受け

る可能性があります。

 

(5) 人材の確保及び育成について

当社グループは、「持続的な組織拡大に向け、次世代を担う人材の採用及び現場重視の教育を強化すると同時

に、国内のみならず世界で活躍できる多様な人材を育成」することを重要課題の一つに掲げております。

生産年齢人口の減少を背景として採用環境は厳しさを増しており、最低賃金の上昇、社会保険等の負担増加、業

種を越えた採用競争の激化などによる採用費の増加等、今後も人材を確保するための費用は増加傾向にあると予測

されます。
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また、社内教育体制の整備や即戦力としての中途採用、人材流出を予防するための魅力的な労働環境の創出、福

利厚生の充実など、各種工夫を凝らした取り組みが求められております。

さらに、現在政府が推し進めている「働き方改革」も今後の労働環境へ影響を及ぼすものと予測されます。

上記より必要な人材の確保及び育成ができない場合には、出店計画の見直しや営業時間の短縮、臨時休業等を余

儀なくされ、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

 

(6) 当社グループの出店方針について

当社グループは、レストラン関連事業を行っており、直営店舗数は2025年３月期末現在202店舗となっておりま

す。

国内における店舗展開につきましては、都市部への積極的な出店と新業態の開発と事業ポートフォリオの多様化

を進めてまいります。また、グローバルにおける店舗展開につきましては、米国本土への進出及びハワイにおける

新業態の開発を進めてまいります。

当社グループは、上記出店方針を継続する計画でありますが、物件獲得競争の激化や、家賃相場の上昇等各種要

因により、計画どおり、出店、退店が、適時に行えず、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能

性があります。

 

(7) 差入保証金について

当社グループでは、賃借による出店を基本としております。このため、店舗用建物の契約時に賃貸人に対し保証

金を差し入れます。当該店舗に係る差入保証金の残高は、2025年３月期末現在43億6千9百万円(連結総資産に対し

12.6％)であります。

当社グループの賃貸借契約においては、当該保証金は期間満了による契約解消時に一括返還されるか、一定期間

経過後数年にわたって均等返還されるかが通例となっており、契約毎に返還条件は異なっておりますが、賃貸側の

経済的破綻等予期せぬ事態が発生した場合には、その一部または全額が回収出来なくなる可能性もあります。ま

た、契約に定められた期間満了日前に中途解約をした場合は、契約内容に従って契約違約金の支払が必要となりま

す。

 

(8) 海外フランチャイズ契約について

当社グループは、2025年３月期末時点で米国に直営店舗が11店舗あり、ハワイ市場での寡占化を図るとともに、

米国本土への店舗展開を行っております。

アジア・中東にあっては、現地の優良法人とのフランチャイズ方式により、2025年３月期末時点で229店舗を展開

しております。

当社グループは、これまで、フランチャイズ先と良好な関係を構築しており、今後もフランチャイズ展開を継続

する計画であります。現在10カ国(地域含む)、９社とフランチャイズ契約を締結しておりますが、店舗展開につい

て特定の地域に多く出店しており、今後、フランチャイズ先との交渉、競合会社との条件競争等により、良好な関

係を維持できない場合等には、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

 

(9) 為替相場変動の影響について

当社グループは、海外に連結子会社を有しており、連結財務諸表の作成にあたっては、海外子会社の現地通貨に

よる財務諸表を日本円に換算しております。また、海外子会社を含む海外フランチャイズ先より受取るロイヤリ

ティ収入等の取引も同様に日本円に換算されるため、日本円と各通貨間の為替相場変動の影響を受けております。

このため為替相場が大幅に変動した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があり

ます。
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(10) 訴訟・係争等について

当社グループは、国内・海外において事業活動を行うにあたっては、各種関係法令を理解し、遵守することに最

善の努力をしておりますが、様々な形で、訴訟・係争等の対象となることがあります。これらの訴訟・係争等の発

生は予測困難であり、またそのような訴訟・係争等が発生した場合において、その解決には相当の時間を要するこ

とが多く、結果を予測することには不確実性が伴います。このような訴訟・係争等が発生し、予期せぬ結果となっ

た場合には、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

 

(11) 自然災害等について

当社グループは、国内・海外において、店舗展開しておりますが、予期せぬ火災、テロ、戦争、疫病、地震、異

常気象等の人災や天災により、店舗の損壊、店舗への商品供給の停止及びその他店舗の営業継続に支障をきたす事

態が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

 

(12) 減損会計の適用について

当社グループは、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位と捉え減損会計を適用しておりま

す。今後、店舗の収益性が低下した場合等には、店舗資産の減損損失が発生し、当社グループの財政状態及び経営

成績が影響を受ける可能性があります。

 

(13) 情報システムへの依存について

当社グループは、食材等の仕入及び配送に係る管理やタッチパネルによる注文、売上情報等の管理並びに従業員

の勤怠管理等、業務全般にわたり情報システムに依存しております。

情報システムに障害等が発生した場合には、効率的な店舗運営とそれらを支える業務の遂行に支障をきたし、当

社グループの財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があります。

 

(14) ㈱神明ホールディングスグループとの関係について

当社グループは、当連結会計年度末現在、㈱神明ホールディングスより40.8％の出資を受けており、取締役１名

が取締役を兼務していること等から、支配力基準による同社の子会社となっております。

当社グループは、食材等の調達の一部を㈱神明ホールディングスの子会社である㈱神明及び㈱神戸まるかん等を

通して行っておりますが、それらは市場価格を勘案し、価格交渉の上決定しております。

当社グループは、通常の業務執行にあたっては当社独自の意思決定を行っておりますが、重要な事項について

は、㈱神明ホールディングスと協議もしくは報告を行っております。

また、㈱神明ホールディングスは当社取締役の選任及び剰余金の配当等の株主総会の決議等に対しても影響力を

有しているため、その他の株主の意向と異なる決議等を行う可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下

「経営成績等」という。)の状況の概要は次のとおりであります。

①　財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、社会経済活動の正常化に加え、雇用や所得環境の改善により、緩やか

な回復の動きがみられました。一方、先行きにつきましては、米国の政策動向や継続的な物価上昇の影響に加

え、急激な為替相場の変動などのリスク要因が多く、国内、海外経済ともに依然として不透明な状況が続いてお

ります。

このような状況の下、当社は2024年11月に、新たに「ＧＥＮＫＩ ＶＩＳＩＯＮ 2030　中期経営計画（2024年

度～2027年度）」を策定いたしました。外部評価が高い商品力と、良化した財務状況を背景とした積極投資を軸

に「新たな成長ステージ」として、グローバル市場及び国内市場の双方において戦略的な事業展開を実施してま

いります。

この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

イ　財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ20億３千９百万円増加し、348億１千４百万円とな

りました。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ14億８千４百万円減少し、177億５千３百万円とな

りました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ35億２千４百万円増加し、170億６千万円となり

ました。

ロ　経営成績

当連結会計年度の経営成績は、売上高674億７千２百万円（前年同期比9.1％増）、営業利益67億９千２百万

円（前年同期比38.1％増）、経常利益69億４千１百万円（前年同期比36.6％増）、親会社株主に帰属する当期

純利益49億６千万円（前年同期比52.1％増）となりました。

セグメントの経営成績は次のとおりであります。なお、当連結会計年度より「海外事業」としていたセグメ

ント名称を「グローバル事業」に変更しております。当該名称変更によるセグメント情報に与える影響はあり

ません。

(国内事業)

国内事業につきましては、全国向けテレビ番組で数多く紹介されたことにより、ブランドの認知度向上及び

来店客数が増加したことに加えて、高品質かつ高付加価値商品の訴求及び販売価格の適正化を行ったことで、

客単価の増加に繋がりました。

店舗展開につきましては、新業態として、鰻専門店を中心とした複数店舗を出店いたしました。また、既存

の「魚べい」ブランドからリブランディングを実施し、新たな旗艦店として栃木県宇都宮市に「魚米」を出店

いたしました。この結果、８店舗を出店し、２店舗を退店したことにより、国内の総店舗数は、191店舗となり

ました。改装につきましては、店舗サービス及びお客様の利便性向上のため、７店舗実施いたしました。

この結果、国内事業の経営成績は、上記の施策を行ったことにより、売上高585億７千９百万円（前年同期比

10.0％増）、セグメント利益49億８千１百万円（前年同期比57.8％増）となり、過去最高の業績を達成いたし

ました。

なお、国内店舗は全て直営店舗であります。
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(グローバル事業)

グローバル事業につきましては、2024年10月にタイに１号店（フランチャイズ店舗）をオープンしたほか、

フランチャイズ店舗の収益力強化のため、海外店舗に赴き、現地で営業面でのサポートや現地のニーズに合っ

た商品の提案、新規エリア進出に向けた市場調査を積極的に行ってまいりました。また、子会社につきまして

は、ハワイ州におけるラーメン事業のオープンに関する準備などを着実に行っております。

店舗展開につきましては、ロイヤリティ収入の対象となる海外店舗で、10店舗出店し、９店舗退店したこと

により229店舗となり、米国子会社につきましては、２店舗退店し、11店舗となりました。海外の総店舗数はフ

ランチャイズ店と直営店合わせて、240店舗となりました。

この結果、グローバル事業の経営成績は、売上高88億９千３百万円（前年同期比3.4％増）、セグメント利益

18億１千１百万円（前年同期比2.8％増）となり、国内事業同様に過去最高の業績となりました。

グローバル事業の売上高の内訳は、米国子会社の店舗売上高54億８千９百万円、フランチャイズ契約先への

食材等販売による売上高16億８千１百万円、フランチャイズ契約先からのロイヤリティ収入(海外店舗売上高の

一定率等)17億２千２百万円等であります。

なお、ロイヤリティ収入の対象となる海外店舗の売上高の合計は、732億４千１百万円（前年同期比10.1％

増）となりました。

 

②　キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ14億４百

万円増加し、当連結会計年度末には119億５千２百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、67億８千７百万円(前年同期は62億１千６百万円)となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益66億４千２百万円、減価償却費19億１千９百万円による増加があったこと等による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、17億７千２百万円(前年同期は９億６百万円)となりました。これは主に、店

舗の新設等による支出20億６千４百万円があった一方で、差入保証金の回収３億１百万円があったこと等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、35億８千５百万円(前年同期は25億９千９百万円)となりました。これは主

に、長期借入の返済12億３千１百万円、リース債務の返済９億４千万円を行ったこと等によるものであります。

 

③　生産、受注及び販売の実績

当社グループは、最終消費者へ直接販売するレストラン関連事業を行っておりますので、生産及び受注の実績

は記載しておりません。

販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 構成比(％)

国内事業 58,579 86.8

グローバル事業 8,893 13.2

合計 67,472 100.0
 

(注)　セグメント間の取引については相殺消去しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①　当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

イ　財政状態の分析

当社グループの当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ20億３千９百万円増加し、348億１千４

百万円となりました。

当社グループの当連結会計年度末の資産、負債及び純資産の状況は、次のとおりであります。

（資産）

資産合計は、前連結会計年度末に比べ20億３千９百万円増加し、348億１千４百万円となりました。これは主

に、現金及び預金の増加14億４百万円及び繰延税金資産の増加５億７千９百万円があったこと等によるもので

あります。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べ14億８千４百万円減少し、177億５千３百万円となりました。これは主

に、長期借入金（１年内返済予定を含む）の減少12億３千１百万円及びリース債務の減少６億８千５百万円が

あった一方で、未払法人税等の増加４億４千６百万円があったこと等によるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ35億２千４百万円増加し、170億６千万円となりました。これは主に

配当金の支払14億１千２百万円を、おこなった一方で親会社株主に帰属する当期純利益の計上49億６千万円が

あったこと等によるものであります。この結果、自己資本比率は7.7ポイント増加し、49.0％となりました。

 

ロ　経営成績の分析

売上高及び各段階利益の状況は、次のとおりであります。

(売上高)

国内における店舗・ブランドの認知度向上による来店客数の増加や、販売価格の適正化を行ったことによ

る客単価増加に加えてグローバル事業セグメントの為替の影響により当連結会計年度の売上高は674億７千２

百万円（前年同期比9.1％増）となり、過去最高売上高を更新いたしました。

(営業利益及び経常利益)

売上原価率は販売価格の適正化を進めたことで前連結会計年度と比べ0.7％減少し40.4％となりました。ま

た、給料及び手当は最低賃金の上昇及び雇用人数が増加したことにより、前連結会計年度と比べ13億７千２

百万円増加となりましたが、販売費及び一般管理費の売上対構成比率は固定費用が微増だったことにより、

前連結会計年度と比べ1.4％減少し49.5％となり当連結会計年度の営業利益は67億９千２百万円（前年同期比

38.1％増）、経常利益は69億４千１百万円（前年同期比36.6％増）となりました。

(親会社株主に帰属する当期純利益)

減損損失等の特別損失２億９千９百万円の計上があった一方で、繰延税金資産の回収可能性について検討

した結果、５億８千４百万円の法人税等調整額が減少したことで当連結会計年度の親会社株主に帰属する当

期純利益は49億６千万円（前年同期比52.1％増）となり、利益についても、過去最高益を大幅に更新いたし

ました。
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ハ　経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「３　事業等のリスク」をご参照くだ

さい。

 

ニ　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループの経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきまし

ては、「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照ください。

 

ホ　セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度のセグメントごとの財政状態及び経営成績は、次のとおりであります。

(国内事業)

国内事業につきましては、全国向けテレビ番組で数多く紹介されたことにより、ブランドの認知度向上及

び来店客数が増加したことに加えて、高品質かつ高付加価値商品の訴求及び販売価格の適正化を行ったこと

で、客単価の増加に繋がったことにより、売上高は、585億７千９百万円（前年同期比10.0％増）となりまし

た。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ18億２千８百万円増加（前年同期比6.6％増）し、294億

９千３百万円となりました。これらは、主に売上高の増加に伴う人件費の増加があったこと等によるもので

あります。

この結果、セグメント利益は49億８千１百万円（前年同期比57.8％増）となり、過去最高の売上高及びセ

グメント利益を達成いたしました。

セグメント資産は、前連結会計年度に比べ12億１千１百万円増加し、251億３千２百万円となりました。こ

れは主に、売上高増加等による現金及び預金の増加10億８千万円があったこと等によるものであります。

(グローバル事業)

グローバル事業につきましては、処理水問題の影響があったものの、海外子会社の業績が堅調に推移した

ことに加えて、為替の影響を受けたことにより、売上高は、88億９千３百万円（前年同期比3.4％増）となり

ました。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ１億２千万円増加（前年同期比3.1％増）増加し、39億３

千６百万円となりました。これは主に、新規事業開始に伴う賃借料や顧問委託料の増加等によるものであり

ます。

セグメント利益は、18億１千１百万円となりました。

セグメント資産は、前連結会計年度に比べ４億８千７百万円増加し、55億７千万円となりました。これは

主に、国内事業同様に現金及び預金の増加３億２千４百万円があったこと等によるものであります。

 

②　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

イ　キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ14億４

百万円増加し、当連結会計年度末には119億５千２百万円となりました。

詳細は、「(1) 経営成績等の状況の概要　②　キャッシュ・フロー」をご参照ください。
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ロ　契約債務

2025年３月31日現在の契約債務の概要は以下のとおりであります。

 

 年度別要支払額(百万円)

契約債務 合計 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超

長期借入金(１年内
返済予定含む)

2,011 1,231 780 － －

リース債務(１年内
返済予定含む)

6,190 1,062 1,555 982 2,589
 

 

ハ　財務政策

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、調達については銀行借入による方針であり

ます。借入金のうち短期借入金(当座借越)は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金(原則として５

年以内)及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。借入金

は原則として固定金利で調達しております。

また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

2025年３月31日現在、長期借入金(１年内返済予定を含む)の残高は20億１千１百万円、リース債務(１年内返

済予定を含む)の残高は61億９千万円であります。

 

③　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。また、この連結財務諸表の作成にあたりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金額

について、仮定の適切性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意しながら会計上の見積りを行っております。実

際の結果は、特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。なお、詳細につきましては、「第

５　経理の状況　１　連結財務諸表　注記事項(重要な会計上の見積り)」をご参照ください。
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５ 【重要な契約等】

(1) フランチャイズ契約等

 

相手方の名称 国名・地域 契約の内容 契約期間 対価

FOOD MASTER RESTAURANTS
& CATERING CO.

クウェート

クウェートにおけ
る寿司レストラン
展開のための商標
使用の許諾、経営
指導及びノウハウ
の提供

2015年５月15日から
2025年５月14日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

GENKI SUSHI HONG KONG
LTD.

香港

香港における寿司
レストラン展開の
ための商標使用の
許諾、経営指導及
びノウハウの提供

2013年６月１日から
2040年10月27日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

中国

中国南部地域にお
ける寿司レストラ
ン展開のための商
標使用の許諾、経
営指導及びノウハ
ウの提供

2018年６月12日から
2028年６月11日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

中国沿岸部地域に
おける寿司レスト
ラン展開のための
商標使用の許諾、
経営指導及びノウ
ハウの提供

2021年11月30日から
2031年11月29日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

中国北部地域にお
ける寿司レストラ
ン展開のための商
標使用の許諾、経
営指導及びノウハ
ウの提供

2012年12月31日から
2025年12月30日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

中国西部地域にお
ける寿司レストラ
ン展開のための商
標使用の許諾、経
営指導及びノウハ
ウの提供

2012年12月31日から
2025年12月30日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

中国中央部地域に
おける寿司レスト
ラン展開のための
商標使用の許諾、
経営指導及びノウ
ハウの提供

2012年12月31日から
2025年12月30日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

PT.AGUNG MANDIRI LESTARI インドネシア

インドネシアにお
ける寿司レストラ
ン展開のための商
標使用の許諾、経
営指導及びノウハ
ウの提供

2012年12月31日から
2032年12月30日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

BABY SPICE FOOD CORP. フィリピン

フィリピンにおけ
る寿司レストラン
展開のための商標
使用の許諾、経営
指導及びノウハウ
の提供

2024年８月６日から
2034年８月５日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

K CONCEPTS (CAMBODIA)
CO.,LTD.

カンボジア

カンボジアにおけ
る寿司レストラン
展開のための商標
使用の許諾、経営
指導及びノウハウ
の提供

2015年８月18日から
2025年８月17日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率
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相手方の名称 国名・地域 契約の内容 契約期間 対価

JAPANESE DINING CONCEPTS
(ASIA) LTD.

シンガポール

シンガポールにお
ける寿司レストラ
ン展開のための商
標使用の許諾、経
営指導及びノウハ
ウの提供

2017年８月31日から
2027年８月30日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

GENKI SUSHI (MALAYSIA)
SDN. BHD.

マレーシア

マレーシアにおけ
る寿司レストラン
展開のための商標
使用の許諾、経営
指導及びノウハウ
の提供

2019年６月25日から
2029年６月24日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

GENKI SUSHI (THAILAND)
CO.,LTD.

タイ

タイにおける寿司
レストラン展開の
ための商標使用の
許諾、経営指導及
びノウハウの提供

2019年４月５日から
2029年４月４日まで

ロイヤリティとして
総売上高の一定率

 

 
 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、ドミナントエリアの構築及び出店エリアの拡大に重点をおき、併せて既存店の活性化などを考慮

し、投資を行っております。当連結会計年度は、総額2,064百万円の設備投資(差入保証金を含み、リース資産を除く)

を実施いたしました。

国内事業におきましては、店舗展開に注力し、８店舗の新設及びシステム投資等を行い、1,967百万円の設備投資を

実施いたしました。

グローバル事業におきましては、新規事業に係わる準備を行い、97百万円の設備投資を実施いたしました。

当連結会計年度において重要な設備の除却または売却はありません。

なお、当連結会計年度において、店舗のうち収益性が低下した資産、遊休資産について、減損損失266千円を計上し

ております。減損損失の詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記

事項　連結損益計算書関係　※２　減損損失」に記載のとおりです。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

       (2025年３月31日現在)

事業所名
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物及び

構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

東武店他190店
(栃木県宇都宮市
他)

国内事業 店舗 3,866 －
－
(－)

3,525 1,229 8,620
483

[5,702]

鹿沼物流センター
(栃木県鹿沼市)

全社共通 物流設備 69 83
378

（8,998.0）
－ 2 534

ー
［　ー］

本社他
(東京都台東区)

全社共通
本社研修施
設等

117 －
272

（899.0）
1 109 500

105
[43]

 

 
(2) 在外子会社

        (2025年３月31日現在)

会社名 事業所名
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物及び

構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

GENKI
SUSHI
USA,INC.

Kapahulu
店他10店
（米国）

グローバ
ル事業

店舗等 542 －
－

（－）
－ 1,596 2,139

27
[248]

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、使用権資産、工具、器具及び備品、建設仮勘定であります。

２．従業員数の［　］は、臨時従業員数の年間の平均人員を外数で記載しております。

３．上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。
 

    (2025年３月31日現在)

会社名 事業所名
セグメントの

名称
設備の内容 土地(㎡)

賃借料
(百万円)

提出会社
東武店他190店
(栃木県宇都宮市他)

国内事業 店舗 298,983.46 3,071

GENKI SUSHI
USA,INC.

Kapahulu 店 他 10 店
（米国）

グローバル
事業

店舗等 － 589
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、ドミナントエリアの構築、利益に対する投資割合、社内体制等を総合的に勘

案して計画しております。

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりであります。

(1) 重要な設備の新設等

 

会社名
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法
増加店舗数

(店)
総額(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社 国内事業 新店店舗 1,670 9 自己資金及び借入金 12
 

 
(2) 月別出店計画

 

年月
2025年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
2026年
１月

２月 ３月 合計

店舗数 １ ― ― ― ― ― ２ ― ― ２ ３ ４ 12
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月18日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 17,765,816 17,765,816
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 17,765,816 17,765,816 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年８月31日
(注)１

－ 8,882 △1,051 100 － 1,344

2023年11月１日
(注)２

8,882 17,765 － 100 － 1,344
 

（注）１．会社法第447条１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。

２．2023年９月20日開催の取締役会決議に基づき、2023年11月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。これにより発行済株式数は8,882,908株増加し、17,765,816株となっております。
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(5) 【所有者別状況】

 2025年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 12 30 106 81 19 11,890 12,138 ―

所有株式数
(単元)

― 16,782 5,844 76,405 11,852 57 66,568 177,508 15,016

所有株式数
の割合(％)

― 9.45 3.29 43.04 6.68 0.03 37.50 100 ―
 

(注)　自己株式107,621株は、「個人その他」に107,600単元及び「単元未満株式の状況」に21株を含めて記載してお

ります。

 
(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱神明ホールディングス 神戸市中央区栄町通６丁目１－２１ 7,200 40.77

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区赤坂１丁目８－１　赤坂インターシティ
ＡＩＲ

1,091 6.18

Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄ
ｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ
取引先持株会

台東区上野３丁目２４－６ 464 2.63

㈱足利銀行 宇都宮市桜４丁目１－２５ 356 2.02

ＳＭＢＣ日興証券㈱ 千代田区丸の内３丁目３番１号 316 1.79

㈱日本カストディ銀行（信託
口）

中央区晴海１丁目８－１２ 141 0.80

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｂ
ＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　
ＣＯＭＰＡＮＹ　　５１０４８
２ （常任代理人(株)みずほ銀
行）

Ｐ．Ｏ．　ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　
ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０１　
Ｕ．Ｓ．Ａ．

119 0.68

㈱ＳＢＩ証券 港区六本木１丁目６番１号 110 0.63

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮ
Ｔ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲ
Ｄ　ＡＣ　ＩＳＧ　（ＦＥ－Ａ
Ｃ） （常任代理人(株)三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　１
３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥＤ　Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ

108 0.62

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳ
Ｅ　ＢＡＮＫ　３８５７８１
（常任代理人(株)みずほ銀行）

２５　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，　ＣＡＮＡ
ＲＹ　ＷＨＡＲＦ，　ＬＯＮＤＯＮ，　Ｅ１
４　５ＪＰ，　　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤ
ＯＭ

95 0.54

計 ― 10,004 56.66

 

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 　　　　　　　　　 1,091千株

㈱日本カストディ銀行（信託口） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 141千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 107,600
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

176,432 ―
17,643,200

単元未満株式
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
15,016

発行済株式総数 17,765,816 ― ―

総株主の議決権 ― 176,432 ―
 

② 【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱Genki Global Dining
Concepts

東京都台東区上野３丁目
24番６号

107,600 － 107,600 0.60

計 ― 107,600 － 107,600 0.60
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 223 804,135

当期間における取得自己株式 48 164,880
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(譲渡制限付株式報酬として
の自己株式の処分)

1,493 1,065,318 ― ―

保有自己株式数 107,621 ― 107,669 ―
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2025年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を、経営上の最重要課題の一つと認識しており、株主資本の充実を図るととも

に、安定的な配当及び株主優待券の発行を継続して行うことを基本方針としております。

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当金につきましては、基本方針である配当の継続性を重視するとともに、当期の業績、投資計画、

財政状況等を総合的に勘案し、中間配当は１株当たり30円を実施し、期末配当は１株当たり40円を2025年６月20日開

催予定の定時株主総会で決議して実施する予定でおります。

また、内部留保資金につきましては、店舗の新設及び改装など将来の利益に貢献する有効な投資資金として活用

し、今後も厳しい競争に勝ち抜くための取り組みを継続してまいります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2024年10月30日
取締役会決議

529 30.0

2025年６月20日
定時株主総会決議（予定）

706 40.0
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「経営理念」に基づき、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現のため、コーポレート・ガ

バナンスの強化充実を図ることが、経営上の最重要課題であると認識しており、この考えに基づき、コーポレー

ト・ガバナンスが有効に機能する体制の充実を図ってまいります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ　企業統治の体制の概要

当社は監査役会設置会社であり、取締役会、監査役会の各機関があります。

取締役会は提出日（2025年６月18日）現在、代表取締役社長執行役員の藤尾益造を議長とし、取締役　藤尾

益雄、鈴木康之、岩谷博紀(社外取締役)、岡本二美代(社外取締役)、緑川俊浩(社外取締役)の６名で構成され

ており、毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催しております。

なお、当社は、2025年６月20日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役７名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役７名（うち社外取締役３名）となる予定です。

監査役会は常勤監査役の八田欣弥を議長とし、監査役　多田善計(社外監査役)、豊見里隆一(社外監査役)の

３名で構成されており、毎月１回開催されております。また、監査役は毎回取締役会に出席し、取締役の業務

執行に関する監査を行っております。

また、当社は取締役会及び代表取締役の意思決定に基づく業務執行を担当する執行役員を選任しておりま

す。執行役員を各事業セグメントの業務執行の責任者としてそれぞれ配置するほか、管理部門等の各部署にも

担当執行役員を配置することで、その決裁権限を必要に応じて委嘱し、機動的な意思決定が行えるようにして

おります。

経営会議は代表取締役社長執行役員の藤尾益造を議長とし、常勤の取締役及び監査役、執行役員並びに各部

署長により構成されており、当社の方向性等の決定や的確な経営判断、業務執行の意思統一のため毎月１回開

催しております。取締役会の決議事項、その他の業務執行に係る重要事項について十分な議論を行っておりま

す。

なお、当社の機関・内部統制の関係は提出日（2025年６月18日）現在、以下の図式のとおりになります。
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ロ　当該体制を採用する理由

取締役６名のうち３名は独立性の高い社外取締役であります。また、監査役３名のうち２名は独立性の高い

社外監査役であり、毎回取締役会に出席しております。

この５名の独立役員が有効に機能し、重要な業務執行の意思決定や、客観的立場からの取締役及び執行役員

の業務執行の監査監督ができる体制となっております。

これにより、経営の監視、監査監督体制が十分に機能しているため、現状の体制を採用しております。

 

③　企業統治に関するその他の事項

・内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況は、以下のとおりであります。

Ａ．当社及びその子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

ａ．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、コンプ

ライアンス基本規程に基づきコンプライアンス体制を適切に運営していく。

ｂ．代表取締役社長執行役員が委員長のリスク・コンプライアンス委員会は、各部署に関わるコンプライ

アンスの取り組みを統括し、取締役への周知徹底、使用人への教育等を行う。

ｃ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、内部通報規程によ

り、適切な運用を行う。

ｄ．内部監査室が、当社及び子会社のコンプライアンス体制及び内部統制システムの業務の適正性が確保

されているかを監査し、その結果を代表取締役社長執行役員へその旨報告する。

Ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会、取締役会、経営会議などの重要な意思決定及び報告に関しては、文書管理規程により作成及

び保存・廃棄を行う。

Ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．リスク・コンプライアンス委員会は、リスクマネジメント基本規程に基づきリスク管理の運用を行

う。

ｂ．不測の事態が発生した場合には、危機管理基本規程に基づき代表取締役社長執行役員を本部長とした

対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限にとどめる体制を整え

る。

Ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。取締役会は重要事項の

決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行う。

ｂ．常勤の取締役、執行役員及び部署長が出席する経営会議を毎月１回開催し、業務執行に関する個別経

営課題を実務的な観点から協議する。

ｃ．業務の運営については、中期経営計画及び年度予算を立案し、全社的な目標を設定する。各部署にお

いては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。

Ｅ．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ．取締役は、当社及び子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見し

た場合は取締役会で協議し、適切な措置を講じた上で監査役に報告する。

ｂ．関係会社管理規程に従い、子会社の経営上の重要な事項は当社及び子会社で協議し、当社の承認を受

けるものとしている。また定期的・継続的に子会社からその職務執行及び事業状況を報告させる。

Ｆ．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ａ．監査役の求めに応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くことができる。

ｂ．監査役スタッフの人事異動・人事評価・懲戒処分には監査役会の同意を得るものとする。
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Ｇ．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制

ａ．当社及び子会社の取締役及び使用人は業務または業務に影響を与える重要な事項について監査役に都

度報告する。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求

めることができる。

ｂ．内部通報規程の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題につ

いて監査役への適切な報告体制を確保する。

Ｈ．当社の監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

当社の監査役へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由

として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

Ｉ．監査役の職務執行について生ずる費用等の処理に関する体制

監査役がその職務の遂行について生ずる費用の前払等の請求をしたときは、当該監査役の職務の遂行に

必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または償還を処理する。

Ｊ．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役社長執行役員との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査室との連携を図り、適切な意

思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

Ｋ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社及び子会社は健全な社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関係を一切持たず、これら

の圧力に対しても毅然とした対応で臨み、断固として対決する。

なお、当社及び子会社における反社会的勢力排除に向けた体制としては、総務部が窓口となり警察、関

係行政機関、弁護士等と連携し、対応する。

 
④　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を14回開催しており、個々の取締役会の出席状況については次の通りであ

ります。

氏名 開催回数 出席回数

藤尾　益雄 14回 13回

藤尾　益造 14回 14回

鈴木　康之 14回 14回

岩谷　博紀 14回 14回

岡本　二美代 14回 14回

緑川　俊浩 12回 12回

八田　欣弥 14回 14回

多田　善計 14回 13回

豊見里　隆一 14回 14回

東　光法 14回 14回

髙木　勇三 3回 3回
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（注）１．緑川俊浩は2024年６月21日開催の第45回定時株主総会において取締役に就任しておりますので、就

任後に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

２．東光法は2025年４月１日をもって、辞任しております。

３．髙木勇三は2024年６月21日をもって、辞任したため、辞任まで開催した取締役会への出席状況を記

載しております。

 
取締役会における具体的な検討内容として、法定の専決事項の他、経営における重要な事項を決定することと

し、当社の直面する重要な課題の検討等を十分にできるようにしており、会社の業務執行が適切に行われている

かを監督しております。

 

⑤　責任限定契約の内容の概要

当社と取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役(業務執行取締役等であ

るものを除く。)または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限ら

れます。

 

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。

当該保険契約の被保険者は役員及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約で

は、役員等として職務執行に関し責任を負うこと又は当該責任追及に係る請求を受けることによって生ずる損害

を、当該保険契約により補填されることとなります。

 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑨　自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議を

もって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

⑩　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため会社法第454条第５項の規定により、中間配当について、取締役

会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

⑪　株主総会の特別決議要件

当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議事項について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

イ．2025年６月18日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性　8名　女性　1名　(役員のうち女性の比率　11.1％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

会長
藤尾　益雄 1965年６月14日生

2000年６月 ㈱神明(現㈱神明ホールディング

ス)常務取締役

2003年６月 同社専務取締役

2007年６月 同社代表取締役社長(現任)

2013年６月 当社取締役

2013年11月 カッパ・クリエイトホールディン

グス㈱(現カッパ・クリエイト㈱)

代表取締役会長兼社長

2014年５月 同社代表取締役会長

2014年６月 当社取締役会長

2017年12月 ㈱スシローグローバルホールディ

ン グ ス ( 現 ㈱FOOD & LIFE

COMPANIES)取締役

2019年６月 当社代表取締役会長

2022年９月 当社代表取締役会長兼社長執行役

員

2024年６月 当社取締役会長（現任）

(注)４ ―

代表取締役

社長執行役員
藤尾　益造 1970年５月28日生

2007年６月 ㈱神明(現㈱神明ホールディング

ス)取締役

2011年６月 同社常務取締役

2015年４月 ㈱神明ホールディング(現㈱神明

ホールディングス)取締役

2017年４月 当社顧問

2017年６月 当社取締役

2022年９月 東京中央青果㈱専務取締役

2025年４月 当社代表取締役社長執行役員（現

任）

(注)４ 0

取締役 鈴木　康之 1973年１月26日生

2009年３月 ㈱神明入社

2015年４月 同社グループ商品本部東日本食品

部長

2017年４月 ㈱神戸まるかん代表取締役社長

2021年４月 ㈱ゴダック取締役

2022年10月 当社執行役員

2023年６月 当社取締役常務執行役員

2024年６月 当社取締役専務執行役員

2025年４月 当社取締役（現任）

(注)４ 1

取締役 岩谷　博紀 1982年２月７日生

2007年12月 弁護士登録

2007年12月 西村あさひ法律事務所入所

2011年２月 北浜法律事務所入所

2016年８月 岩谷・村本・山口法律事務所パー

トナー弁護士(現任)

2017年４月 京都大学大学院法学研究科附属法

政実務交流センター協力研究員

2017年10月 ㈱アイル社外取締役［監査等］

(現任)

2022年９月 当社取締役(現任)

2023年１月 ㈱オーガンテック社外取締役

(注)４ ―

取締役 岡本　二美代 1961年８月27日生

1989年１月 ローランド㈱入社

1999年２月 ㈱日本ビジネスクリエイト入社

2007年４月 同社執行役員エグゼクティブコン

サルタント

2009年10月 ㈱INAX（現：㈱LIXIL）入社　経

営企画部長

2014年４月 同社マーケティングインテリジェ

ンス部長

2016年11月 ㈱インバウンドグループ設立　代

表取締役（現任）

2023年６月 当社取締役(現任)

(注)４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 緑川　俊浩 1961年10月３日生

1985年４月 ㈱三井銀行入社（現：㈱三井住友

銀行）

2008年４月 同行大分法人営業部長

2010年４月 同行厚木法人営業部長

2013年４月 同行京都北陸ブロック部長

2014年４月 同行京都エリア支店長

2015年６月 SMBCセンターサービス㈱　取締役

人事部長（現：SMBCオペレーショ

ンサービス㈱）

2019年６月 同社専務執行役員

2024年６月 当社取締役(現任)

(注)４ －

監査役 八田　欣弥 1966年２月24日生

1988年４月 ㈱足利銀行入行

2009年１月 同行古河ローンセンター支店長

2010年10月 同行県央エリア本部プロフィット

マネージャー

2012年10月 同行太田支店長

2014年10月 同行大宮支店長

2016年４月 同行桐生支店長

2018年４月 同行宇都宮中央支店長

2020年10月 同行宇都宮東支店長

2023年４月 当社顧問

2023年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

監査役 多田　善計 1956年６月20日生

1988年９月 監査法人朝日新和会計社(現有限

責任あずさ監査法人)入所

1993年３月 公認会計士登録

1994年８月 多田善計公認会計士事務所開設

(現任)

1999年６月 英青監査法人社員(現任)

2019年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

監査役 豊見里　隆一 1971年１月14日生

1993年４月 日本チバガイギー㈱入社

2001年10月 新日本監査法人(現ＥＹ新日本有

限責任監査法人)入所

2005年７月 公認会計士登録

2007年７月 豊見里公認会計士事務所開設(現

任)

2019年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

計 1
 

(注) １．取締役　岩谷博紀、岡本二美代及び緑川俊浩は、社外取締役であります。

２．監査役　多田善計及び豊見里隆一は、社外監査役であります。

３．取締役会長　藤尾益雄及び代表取締役社長執行役員　藤尾益造は、兄弟であります。

４．2024年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．2023年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、法令に定める監査役の定数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

栗原　誠二 1964年２月８日生

1986年４月 日本光学工業㈱(現㈱ニコン)入社

2003年11月 司法試験合格

2005年10月 新東京法律事務所勤務

2007年10月 ビンガム・マカッチェン・ムラセ

外国法事務弁護士事務所　坂井・

三村・相澤法律事務所(外国法共

同事業)勤務

2015年４月 TMI総合法律事務所勤務

2018年１月 同所パートナー(現任)

―
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ロ．2025年６月20日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役７名選任の件」及び「補欠監査役

１名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当社の役員及び補欠監査役の状況は以下のと

おりとなる予定です。なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役

会の決議事項の内容（役職）を含めて記載しております。

男性　9名　女性　1名　(役員のうち女性の比率　10.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

会長
藤尾　益雄 1965年６月14日生

2000年６月 ㈱神明(現㈱神明ホールディング

ス)常務取締役

2003年６月 同社専務取締役

2007年６月 同社代表取締役社長(現任)

2013年６月 当社取締役

2013年11月 カッパ・クリエイトホールディン

グス㈱(現カッパ・クリエイト㈱)

代表取締役会長兼社長

2014年５月 同社代表取締役会長

2014年６月 当社取締役会長

2017年12月 ㈱スシローグローバルホールディ

ン グ ス ( 現 ㈱FOOD & LIFE

COMPANIES)取締役

2019年６月 当社代表取締役会長

2022年９月 当社代表取締役会長兼社長執行役

員

2024年６月 当社取締役会長（現任）

(注)４ ―

代表取締役

社長執行役員
藤尾　益造 1970年５月28日生

2007年６月 ㈱神明(現㈱神明ホールディング

ス)取締役

2011年６月 同社常務取締役

2015年４月 ㈱神明ホールディング(現㈱神明

ホールディングス)取締役

2017年４月 当社顧問

2017年６月 当社取締役

2022年９月 東京中央青果㈱専務取締役

2025年４月 当社代表取締役社長執行役員（現

任）

(注)４ 0

取締役 西谷　賢亮 1971年２月25日生

1995年４月 ㈱神明（現㈱神明ホールディング

ス）入社

2011年６月 同社営業本部九州営業部部長

2015年４月 当社総務部部長

2017年５月 ㈱ゴダック取締役

2018年５月 同社常務取締役

2019年６月 同社代表取締役社長

（現任）

2023年６月 ㈱神戸まるかん代表取締役社長

（現任）

2025年６月 当社取締役（予定）

(注)４ ―

取締役 櫻井　宏樹 1978年11月20日生

2007年12月 有限責任監査法人トーマツ　入所

2014年４月 財務省近畿財務局　金融証券検査

官

2019年４月 ㈱ドリームファクトリー　入社

2020年３月 同社内部監査室室長

2020年９月 財務省近畿財務局　金融証券検査

官

2023年９月 ㈱神明ホールディングス　経営企

画部付部長（現任）

2024年４月 ㈱フロレスタ代表取締役

2025年６月 当社取締役（予定）

(注)４ ―

取締役 岩谷　博紀 1982年２月７日生

2007年12月 弁護士登録

2007年12月 西村あさひ法律事務所入所

2011年２月 北浜法律事務所入所

2016年８月 岩谷・村本・山口法律事務所パー

トナー弁護士(現任)

2017年４月 京都大学大学院法学研究科附属法

政実務交流センター協力研究員

2017年10月 ㈱アイル社外取締役［監査等］

(現任)

2022年９月 当社取締役(現任)

2023年１月 ㈱オーガンテック社外取締役

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 柄澤　彰 1960年１月19日生

1983年４月 農林水産省　入省

2010年４月 水産庁　漁政部長

2014年７月 同省生産局農産部長

2015年10月 同省政策統括官

2019年７月 特命全権大使パラオ共和国駐箚

2023年２月 農林中央金庫　エグゼクティブ・

アドバイザー（現任）

2024年６月 昭和産業㈱社外取締役（現任）

2025年６月 当社取締役（予定）

(注)４ －

取締役 小高　真智子 1973年１月25日生

1996年４月 伊藤忠商事㈱入社

2005年５月 米 国 南 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学

MarshallビジネススクールMBA経

営学修士号取得

2006年10月 Cardea Holdings Limited設立　

代表（現任）

2014年９月 新光三越百貨店グループ新光三越

中国投資会社　グローバル戦略顧

問兼SKP国際ブランド総監

2025年６月 当社取締役（予定）

(注)４ －

監査役 八田　欣弥 1966年２月24日生

1988年４月 ㈱足利銀行入行

2009年１月 同行古河ローンセンター支店長

2010年10月 同行県央エリア本部プロフィット

マネージャー

2012年10月 同行太田支店長

2014年10月 同行大宮支店長

2016年４月 同行桐生支店長

2018年４月 同行宇都宮中央支店長

2020年10月 同行宇都宮東支店長

2023年４月 当社顧問

2023年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

監査役 多田　善計 1956年６月20日生

1988年９月 監査法人朝日新和会計社(現有限

責任あずさ監査法人)入所

1993年３月 公認会計士登録

1994年８月 多田善計公認会計士事務所開設

(現任)

1999年６月 英青監査法人社員(現任)

2019年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

監査役 豊見里　隆一 1971年１月14日生

1993年４月 日本チバガイギー㈱入社

2001年10月 新日本監査法人(現ＥＹ新日本有

限責任監査法人)入所

2005年７月 公認会計士登録

2007年７月 豊見里公認会計士事務所開設(現

任)

2019年６月 当社監査役(現任)

(注)５ ―

計 0
 

(注) １．取締役　岩谷博紀、柄澤彰及び小高真智子は、社外取締役であります。

２．監査役　多田善計及び豊見里隆一は、社外監査役であります。

３．取締役会長　藤尾益雄及び代表取締役社長執行役員　藤尾益造は、兄弟であります。

４．2025年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．2023年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、法令に定める監査役の定数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株)

栗原　誠二 1964年２月８日生

1986年４月 日本光学工業㈱(現㈱ニコン)入社

2003年11月 司法試験合格

2005年10月 新東京法律事務所勤務

2007年10月 ビンガム・マカッチェン・ムラセ

外国法事務弁護士事務所　坂井・

三村・相澤法律事務所(外国法共

同事業)勤務

2015年４月 TMI総合法律事務所勤務

2018年１月 同所パートナー(現任)

―
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②　社外役員の状況

なお、2025年６月20日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役７名選任の件」を提案し

ており、当該議案が承認可決されますと、社外取締役は３名、社外監査役は２名となります。

社外取締役岩谷博紀は、弁護士として企業法務に精通しており、当社の経営に対して有益な意見や指摘をいた

だけると判断しております。また、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

社外取締役柄澤彰は、水産庁漁政部長、農林水産省政策統括官、特命全権大使パラオ共和国駐箚等を歴任さ

れ、農林水産業全般の政策分野における専門的な知見を有しており、当該経験や知見を活かして、取締役会の意

思決定機能、監督機能の強化に貢献すると判断しております。また、同氏と当社との間に特別の利害関係はあり

ません。

社外取締役小高真智子は、長年にわたり海外コンサルティング会社の代表を務められており、経営者としての

豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、当社の経営全般に助言を頂戴する

ことによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくと判断しております。また、同氏と当社との間に

特別の利害関係はありません。

社外監査役多田善計及び豊見里隆一は、公認会計士・税理士としての専門的見地並びに企業経営に関する高い

見識に基づき、取締役会での討議に広い見識をもたらしていただけることが期待できます。また、両者ともに当

社との間に特別の利害関係はありません。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための会社からの独立性に関する基準を定めており、選任にあ

たっては、豊富な経験と幅広い見識に基づき、多様な視点からの経営監督や監査の遂行を期待しております。ま

た、当社との間に特別な利害関係や一般株主との間に利益相反が生じるおそれのないことを確認して独立性の確

保に留意しております。
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［社外役員の独立性判断基準］

当社は、会社法や東京証券取引所が定める独立性判断基準をもとに、下記の当社独自の独立性判断基準を定め

ております。

当社では、独立役員とは一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員のことを指すと考えており、当社

において合理的に可能な範囲で調査した結果、次の各項目に該当する場合には、一般株主との利益相反が生じる

おそれがあるため独立性を有しないと判断いたします。

１．当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者

２．当社の主要な取引先またはその業務執行者

３．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門

家(当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。)

４．最近１年間において、１から３までのいずれかに該当していた者

５．次の(1)から(3)までのいずれかに掲げる者(重要でない者を除く。)の二親等内の親族

(1) １から４までに掲げる者

(2) 当社の子会社の業務執行者(社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者でない取

締役を含む。)

(3) 最近１年間において、(2)または当社の業務執行者(社外監査役を独立役員として指定する場合にあって

は、業務執行者でない取締役を含む。)に該当していた者

(注)

１．「当社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度においてその者の年間連結総売上高の２％または１

億円のいずれか高い方の額以上の支払いを、当社から受けた者をいうこととしております。

２．「当社の主要な取引先」とは、直近事業年度において当社の年間連結総売上高の２％または１億円のいず

れか高い方の額以上の支払いを、当社に行った者をいうこととしております。

３．「当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ている」とは、直近事業年度において役員報酬以

外にその者の売上高または総収入金額の２％または1,000万円のいずれか高い方の額以上の金銭または財

産を当社から得ていることをいうこととしております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役は、取締役会において、内部監査、監査役監査及び会計監査の結果や内部監査室が実施する内部統

制の取り組み状況等の報告を受け、適法性、妥当性、効率性の観点から助言や提言を行っております。

また、社外監査役は、適時常勤監査役と連携を取るとともに、監査役会において、内部監査、常勤監査役によ

る監査、会計監査人による監査についての報告を受け、助言や提言を行っております。また、取締役会への出席

を通じて、取締役の職務執行について監視、監督しております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成されており、取締役会に出席して経営全般に対して客観的かつ公正

な意見を述べるとともに、取締役の業務執行の適法性を監査しております。監査役と会計監査人は必要に応じて

情報交換、意見交換を行い、監査の実効性と効率性の向上に努めております。

なお、常勤監査役八田欣弥は、これまでの銀行支店長として培った企業会計への専門的見地を有しておりま

す。また、監査役多田善計及び豊見里隆一は、公認会計士・税理士の資格を有しており、専門的見地並びに企業

経営に関する高い見識を有しております。

当事業年度において監査役会を17回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりでありま

す。

氏名 開催回数 出席回数

八田　欣弥 17回 17回

多田　善計 17回 17回

豊見里　隆一 17回 17回

髙木　勇三 ４回 ４回
 

（注）１．髙木勇三は2024年６月21日をもって、辞任しております。

監査役会における具体的な検討内容として、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めております。

また、常勤監査役の活動として、代表取締役社長執行役員との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査室

と連携し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図っております。

 

②　内部監査の状況

当社における内部監査は、代表取締役社長執行役員直轄の内部監査室(７名で構成)を設置して実施しておりま

す。会社における不祥事等のリスクを未然に防止するため、業務全般の妥当性や有効性、法令遵守状況等につい

て監査を実施しており、業務改善に向けた助言・勧告を行っております。また、監査役及び会計監査人と連携

し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図っております。

なお、当社では、内部監査室が認識した業務執行の状況については、毎月開催される監査報告会において、常

勤の取締役及び監査役、執行役員へ直接報告されております。その後、各執行役員より担当部署への改善指示を

行っており、適切な改善がなされる体制になっております。しかしながら、現状は社外取締役・社外監査役への

直接報告は行っておりませんので、今後報告体制の変更を検討いたします。

 

③　会計監査の状況

イ　監査法人の名称

ＥＹ新日本有限責任監査法人

 

ロ　継続監査期間

２年間

 

ハ　業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　寶野　裕昭

指定有限責任社員　業務執行社員　谷間　薫

 

ニ　業務監査に係る補助者の構成

当社の会計監査業に係る補助者は、公認会計士11名、その他16名であります。
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ホ　監査法人の選定方針と理由

監査役会は会計監査人の選定にあたり、監査法人の概要、欠格事由の有無、内部管理体制、監査報酬の水

準、監査法人の独立性に関する事項職務等を検討し、決定しております。

また、解任又は不再任について、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する

と判断した場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。このほか、会計監査人の職

務執行状況等、或いは当社及び当社グループの被監査体制等を勘案し、会計監査人の変更が適当と認められる

場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提出することとします。

 

ヘ　監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、監査役会が

「会計監査人の評価基準」を策定し、これに基づき、監査法人の職務遂行状況、監査体制、独立性及び専門性

等が適切であるか検討しております。

 
ト　監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

第44期（連結・個別）　有限責任監査法人トーマツ

第45期（連結・個別）　ＥＹ新日本有限責任監査法人

 
なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（１）当該異動に係る監査公認会計士等の名称

①選任する監査公認会計士等の名称

ＥＹ新日本有限責任監査法人

②退任する監査公認会計士等の名称

有限責任監査法人トーマツ

 
（2）当該異動の年月日

2023年６月23日（当社第44回定時株主総会開催予定日）

 
（3）退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

2015年６月19日

 
（4）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

 
（5）当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、2023年６月23日開催予定の第44回定時株主

総会の終結の時をもって任期満了となります。

現在の会計監査人につきましては、会計監査が適切かつ妥当に行われる体制を十分に備えていると

考えておりますが、継続監査年数が長期にわたっていることに加え、経営環境の変化等に鑑み、当社

の事業規模に適した監査対応と監査報酬の相当性等について総合的に検討した結果、新たな会計監査

人として、ＥＹ新日本有限責任監査法人を選任するものであります。

 
（6）上記（5）の理由及び経緯に対する意見

①退任する公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

②監査役会の意見

妥当であるとの回答を得ております。
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④　監査報酬の内容等

イ　監査公認会計士等に対する報酬

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 44 ― 44 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 44 ― 44 ―
 

(注)　１．前連結会計年度は上記以外に、前任監査人に対する会計監査人の交代に際して必要な追加報酬として、当連

結会計年度中に支出した額が４百万円あります。

 
ロ　監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬(イを除く)

　該当項目はありません

 
ハ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ニ　監査報酬の決定方針

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、当社の規模、会計監査人の監査計画等

を勘案のうえ、監査担当者その他監査契約の内容が適切であるかについて、監査役会の検証・同意を踏まえ、

所定の決裁手続きを経て決定しております。

 

ホ　監査役が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、取締役会、関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査の職

務執行状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、監査役３名全員の意見の一致をもって同意の判断をし

ております。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2021年２月17日開催の取締役会において、取締役の個人別報酬等の内容に係る方針を決議しておりま

す。また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別報酬について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しております。

取締役個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次の通りです。

イ　基本報酬等に関する方針

当社の取締役報酬は、業績及び企業価値の向上に資する動機付けや、人材確保に配慮した体系とし、各取締

役が担当する役割の大きさやその地位に基づき、経営目標の達成の度合いに応じてその基本となる事項を設定

した固定報酬としての基本報酬(金銭報酬で固定部分と業績連動部分により構成)のみとしております。

 

ロ　報酬等の付与時期や条件に関する方針

当社の取締役の基本報酬は毎月定額の金銭報酬とします。職位や職務執行に対する評価、会社業績等を総合

的に勘案し決定するものとしますが、経営目標の達成の度合いに応じて定め、当社の持続的な成長に向けた健

全な動機付けとなるように設定するものとしております。

 

ハ　報酬等の決定の委任に関する事項

取締役会は、個人別の報酬については、取締役会決議に基づいて一任された代表取締役社長執行役員が一定

のルールに基づき、株主総会で決定された報酬の範囲内で、各取締役の職位や職務執行に対する評価、会社業

績等を総合的に勘案し、他の取締役と協議の上で決定しております。代表取締役社長執行役員に評価を一任し

た理由は、当社全体の業績を勘案しつつ各取締役について評価を行うには代表取締役社長執行役員が最も適し

ているからでありますが、評価後、他の取締役との協議の上決定するため、恣意的な決定はなされず権限が適

切に行使されることから、その内容は基本方針に沿うものであり、相当であると判断しております。

 

なお、当社は、2023年５月18日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、譲渡制限付株式報酬

制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議し、本制度の導入に関する議案を2023年６月23日開催の第44

回定時株主総会にて決議致しました。

 
・本制度を導入する理由

当社の取締役（社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）に対し、譲渡制限付株式を割り当

て、当社株式を保有させることで当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象

取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、本制度を導入するものです。
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・制度の概要

イ　取締役の報酬額と交付株式数

本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式を割り当てるために金銭報酬債権を付与し、対象取締役は当該

金銭報酬債権を現物出資することで当社の普通株式の発行又は処分を受けるものです。

当社の取締役の報酬額は、2019年６月21日開催の第40回定時株主総会において、年額２億５千万円以内（うち

社外取締役分２千万円）とご承認頂いておりますが、これとは別枠で譲渡制限付株式の交付を目的として年額３

千万円以内の範囲で支給することをお願いする予定であります。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分に

ついては、取締役会において決定いたします。

また、本制度により発行又は処分される当社普通株式の総数は、年3,000株以内（ただし、本議案が承認可決さ

れた日以降の日を効力発生日とする当社の普通株式の株式分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株

式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、分割比率・併合比率等に応じて、当該総数を、必要に応じて合理

的な範囲で調整する。）とします。なお、その１株当たりの払込金額は、各取締役会決議日の前営業日における

東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の

終値）とします。

 
ロ　譲渡制限付株式割当契約について

本制度に基づき当社の普通株式の発行又は処分をするにあたり、当社と対象取締役の間で譲渡制限付株式割当

契約を締結することといたします。本契約の主な内容は次のとおりです。

・対象取締役は一定期間、割当てを受けた株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこ

と。

・一定の事由が生じた場合には当社が無償で株式を取得すること。

対象取締役が割当てを受けた当社の普通株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をするこ

とができないよう、譲渡制限期間中は、対象取締役が当社が指定する証券会社に開設する専用口座で管理される

予定です。

 
当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2019年６月21日であり、取締役の報酬額を年額２億５千

万円以内(うち社外取締役分２千万円)、監査役の報酬額を年額５千万円以内にすることを決議しております。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる役員の員数

(人)
固定報酬

左記のうち、非金銭
報酬等

取締役
(社外取締役を除く)

86 81 4 4

監査役
(社外監査役を除く)

11 11 － 2

社外役員 19 19 － 5
 

(注)　2024年６月21日をもって辞任した監査役１名を含んでおります。

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式の区分について、専ら株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的とし

て保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式(政策保有

株式)としております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、純投資目的以外の目的である投資株式を原則として保有いたしませんが、良好な取引関係の構築、

地域社会との連携、円滑な事業推進の実現のため、取引先等の株式を取得保有することがあります。当該株式

は、前述の目的実現のため、もしくは当社の企業価値向上に資すると判断する場合は保有し続けますが、毎年

取締役会で個別銘柄ごとに意義や経済合理性を検証し、保有継続の可否を審議しております。

現在は上場株式１銘柄、非上場株式１銘柄を保有しておりますが、この２銘柄については、地域社会との連

携のために保有する意義があると考えております。

 

ロ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 1 30

非上場株式以外の株式 1 7
 

 

ハ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱めぶきフィナ
ンシャルグルー
プ

10,000 10,000
取引関係の強化を図るため 有

7 5
 

 
みなし保有株式

該当事項はありません。

 
③　保有が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、ＥＹ新日本有限責任

監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準の変更等についてセミ

ナー・講演会等に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,547 11,952

  売掛金 2,505 2,372

  商品及び製品 572 705

  原材料及び貯蔵品 93 69

  その他 556 734

  流動資産合計 14,275 15,834

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 11,540 12,376

   機械装置及び運搬具 314 314

   土地 651 651

   リース資産 7,649 6,926

   その他 3,656 4,702

   減価償却累計額 △12,375 △13,175

   有形固定資産合計 11,436 11,796

  無形固定資産   

   借地権 35 35

   その他 299 248

   無形固定資産合計 335 284

  投資その他の資産   

   投資有価証券 35 37

   差入保証金 4,460 4,369

   繰延税金資産 1,401 1,980

   投資不動産 494 397

   減価償却累計額 △279 △231

   その他 616 347

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 6,726 6,899

  固定資産合計 18,499 18,980

 資産合計 32,774 34,814
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,367 2,652

  １年内返済予定の長期借入金 1,231 1,231

  リース債務 1,251 1,062

  未払費用 2,071 1,949

  未払法人税等 1,049 1,496

  賞与引当金 255 405

  資産除去債務 29 5

  その他 ※２  2,401 ※２  2,011

  流動負債合計 10,657 10,813

 固定負債   

  長期借入金 2,011 780

  リース債務 5,623 5,127

  長期リース資産減損勘定 5 2

  資産除去債務 903 992

  その他 ※２  35 ※２  38

  固定負債合計 8,580 6,940

 負債合計 19,237 17,753

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100 100

  資本剰余金 2,398 2,402

  利益剰余金 10,745 14,293

  自己株式 △77 △77

  株主資本合計 13,166 16,718

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 0 2

  為替換算調整勘定 370 340

  その他の包括利益累計額合計 370 342

 純資産合計 13,536 17,060

負債純資産合計 32,774 34,814
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自  2023年４月１日
　至  2024年３月31日)

当連結会計年度
(自  2024年４月１日
　至  2025年３月31日)

売上高 ※１  61,838 ※１  67,472

売上原価 25,439 27,249

売上総利益 36,399 40,222

販売費及び一般管理費   

 賃借料 3,534 3,661

 給料及び手当 15,933 17,305

 賞与引当金繰入額 253 397

 その他 11,759 12,066

 販売費及び一般管理費合計 31,481 33,430

営業利益 4,917 6,792

営業外収益   

 受取利息及び配当金 64 73

 受取賃貸料 14 9

 受取手数料 147 146

 貸倒引当金戻入額 20 0

 雑収入 57 19

 営業外収益合計 302 249

営業外費用   

 支払利息 87 69

 賃貸費用 22 1

 和解金 20 －

 雑損失 9 28

 営業外費用合計 139 99

経常利益 5,081 6,941

特別損失   

 固定資産除却損 31 7

 固定資産売却損 － 6

 減損損失 ※２  266 ※２  266

 賃貸借契約解約損 3 18

 特別損失合計 301 299

税金等調整前当期純利益 4,779 6,642

法人税、住民税及び事業税 1,445 2,266

法人税等調整額 72 △584

法人税等合計 1,517 1,681

当期純利益 3,262 4,960

親会社株主に帰属する当期純利益 3,262 4,960
 

EDINET提出書類

株式会社Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ(E03176)

有価証券報告書

 52/108



【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自  2023年４月１日
　至  2024年３月31日)

当連結会計年度
(自  2024年４月１日
　至  2025年３月31日)

当期純利益 3,262 4,960

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1 1

 為替換算調整勘定 234 △29

 その他の包括利益合計 ※１,※２  236 ※１,※２  △28

包括利益 3,498 4,932

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 3,498 4,932
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100 2,396 7,747 △78 10,165

当期変動額      

剰余金の配当   △264  △264

親会社株主に帰属する

当期純利益
  3,262  3,262

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  2  1 4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － 2 2,997 0 3,000

当期末残高 100 2,398 10,745 △77 13,166
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △0 135 134 10,300

当期変動額     

剰余金の配当    △264

親会社株主に帰属する

当期純利益
   3,262

自己株式の取得    △1

自己株式の処分    4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1 234 236 236

当期変動額合計 1 234 236 3,236

当期末残高 0 370 370 13,536
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当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100 2,398 10,745 △77 13,166

当期変動額      

剰余金の配当   △1,412  △1,412

親会社株主に帰属する

当期純利益
  4,960  4,960

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  3  1 4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － 3 3,548 0 3,552

当期末残高 100 2,402 14,293 △77 16,718
 

 

 

その他の包括利益累計額

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 0 370 370 13,536

当期変動額     

剰余金の配当    △1,412

親会社株主に帰属する

当期純利益
   4,960

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    4

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1 △29 △28 △28

当期変動額合計 1 △29 △28 3,524

当期末残高 2 340 342 17,060
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自  2023年４月１日
　至  2024年３月31日)

当連結会計年度
(自  2024年４月１日
　至  2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 4,779 6,642

 減価償却費 1,999 1,919

 減損損失 266 266

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △20 △0

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4 149

 転貸損失引当金の増減額（△は減少） △7 -

 受取利息及び受取配当金 △64 △73

 支払利息 87 69

 固定資産除売却損益（△は益） 31 13

 賃貸借契約解約損 3 18

 売上債権の増減額（△は増加） △695 133

 棚卸資産の増減額（△は増加） 201 △175

 仕入債務の増減額（△は減少） △349 286

 その他 693 △628

 小計 6,931 8,623

 利息及び配当金の受取額 12 70

 利息の支払額 △87 △68

 法人税等の還付額 37 -

 法人税等の支払額 △677 △1,836

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,216 6,787

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,095 △1,864

 無形固定資産の取得による支出 △27 △67

 差入保証金の差入による支出 △91 △132

 差入保証金の回収による収入 398 301

 投資不動産の売却による収入 - 50

 その他 △90 △59

 投資活動によるキャッシュ・フロー △906 △1,772

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △1,230 △1,231

 リース債務の返済による支出 △1,103 △940

 配当金の支払額 △264 △1,412

 その他 △1 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,599 △3,585

現金及び現金同等物に係る換算差額 148 △24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,859 1,404

現金及び現金同等物の期首残高 7,688 10,547

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  10,547 ※１  11,952
 

EDINET提出書類

株式会社Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ(E03176)

有価証券報告書

 56/108



【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数……2社

連結子会社名　GENKI SUSHI USA,INC.

Genki USA Dining Concepts Corporation

Genki USA Dining Concepts Corporationは、2024年10月17日の会社設立に伴い、当連結会計年度

より連結子会社となりました。

 

(2) 非連結子会社はありません。

 
２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

③　デリバティブ

時価法を採用しております。

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産及び使用権資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　７～34年

②　無形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、当社は所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　使用権資産

米国会計基準を適用している在外連結子会社における使用権資産については、米国会計基準ASC第842号「リー

ス」を適用し、リース期間にわたり償却相当額を減価償却費ではなく地代家賃として計上しております。。
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⑤　投資不動産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　７～31年

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①　店舗売上

当社グループは、レストラン事業を営んでおります。主に店舗において顧客が注文した料理を提供する履行義

務があり、提供した時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。なお、収益は

顧客との契約において約束された対価から値引きなどを控除した金額で測定しております。

②　その他

(外部販売売上)

当社は、顧客(フランチャイジー)に食材等の販売を行っております。顧客が注文した商品を引き渡す履行義務

があり、引き渡した時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。なお、顧客へ

の販売における役割が代理人に該当する取引については、総額から取引先に対する支払額を差し引いた純額で収

益を認識しております。

(ロイヤリティ収入)

当社は、フランチャイズ契約に基づき、顧客(フランチャイジー)に当社の商標・ブランドイメージ等の知的財

産を使用し店舗を運営する権利及び当該店舗に経営上のノウハウを提供する履行義務があります。顧客の売上高

に応じて履行義務が充足していることから毎月、顧客の月額売上高が計上された時点で収益を認識しておりま

す。

 

(5) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

 
(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の費用として処理しております。
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(重要な会計上の見積り)

１．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

科目名 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

有形固定資産（注）１ 11,436 11,796

無形固定資産（注）１ 335 284

投資その他の資産（注）１、２ 250 186

減損損失（注）３ 266 266
 

（注）１．このうち、当連結会計年度における店舗の固定資産は10,811百万円であります。

２．投資その他の資産については、減損会計の対象となった勘定科目の金額を記載しております。

３．当連結会計年度における減損損失266百万円は店舗の固定資産の減損によるものであります。

 
(2) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

　当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、店舗を基本単位としたグルーピングを行っております。減損の兆候がある店舗について

は減損の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきと判定する場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額すること

により減損損失を計上しております。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で

測定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを割り引いて算出しています。

 
(3) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

将来キャッシュ・フローの見積りは、過去の実績や外部環境及び内部環境を反映して作成した翌連結会計年度

の予算を基礎として算出されており、その主要な仮定は、売上高の変動見込み、売上原価の変動見込み、人件費

の変動見込みであり、これらを総合的に勘案して以下のように決定しております。

・売上高については、主に客数及び客単価で構成されており、客数は、店舗毎に当連結会計年度の実績を基に増

減要因を考慮し算定し、客単価は、店舗毎の販売価格及び計画している販売価格変更の影響を考慮し算定して

おります。

・売上原価については、予測される食材価格上昇の影響等を考慮し算定しております。

・人件費については、主に労働時間及び時給で構成されており、労働時間は、店舗毎の売上高に応じた労働時間

計画で算定し、時給は、店舗毎の時給及び予測される最低賃金の上昇の影響を考慮し算定しております。

・2027年３月期以降は、翌連結会計年度の予算を基礎として、主要な仮定の変動を考慮して見積っております。

 
(4) 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、

実際の使用価値が見積りと異なった場合、翌連結会計年度において、追加の減損損失を認識する可能性がありま

す。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）等

 

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て

のリースについて資産および負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏ま

えた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号

の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、

IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公

表されました

 
。借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に

係る減価償却費およびリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期より適用予定です。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

 

(連結貸借対照表関係)

１　当座貸越契約等

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額

2,300百万円 2,000百万円

借入実行残高 － － 

差引額 2,300 2,000 
 

 
※２．その他のうち、契約負債の金額は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（収益認識関係）　

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報　（１）契約負債の残高」に記載して

おります。

(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)１．顧客との契約から生じる収益を分解し

た情報」に記載しております。
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※２　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪府大東市他 店舗 リース資産等 266
 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としたグルーピングを行っ

ております。

店舗のうち収益性が低下した資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額266百万円を減損

損失として計上しております。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

京都府京都市南区他 店舗 建物及び構築物等 266
 

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としたグルーピングを行っ

ております。

店舗のうち収益性が低下した資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額266百万円を減損

損失として計上しております。

 
減損損失の内訳

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

建物及び構築物 73百万円 185百万円

リース資産 89 0 

その他 103 81 

計 266 266 
 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により算定しております。使用価値は、将来キャッ

シュ・フローがマイナスと見込まれるため、零円で算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

     

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金：     

当期発生額 1百万円 2百万円

組替調整額 － － 

計 1 2 

為替換算調整勘定：     

当期発生額 234 △29 

組替調整額 － － 

計 234 △29 

税効果調整前合計 236 △27 

税効果額 △0 △0 

その他の包括利益合計 236 △28 
 

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

     

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金：     

税効果調整前 1百万円 2百万円

税効果額 △0 △0 

税効果調整後 1 1 

為替換算調整勘定：     

税効果調整前 234 △29 

税効果額 － － 

税効果調整後 234 △29 

その他の包括利益合計     

税効果調整前 236 △27 

税効果額 △0 △0 

税効果調整後 236 △28 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式(注)１ 8,882 8,882 － 17,765

合計 8,882 8,882 － 17,765

自己株式     

普通株式(注)２ 55 54 1 108

合計 55 54 1 108
 

（注）１．2023年11月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより普通株式は8,882千

株増加しております。

２．自己株式の増減要因は次のとおりであります。

株式分割による増加　　　　　　　　　54千株

単元未満株式の買取による増加　　　　０千株

譲渡制限付株式報酬の付与による減少　１千株

 
２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月23日
定時株主総会

普通株式 88 利益剰余金 10.00 2023年３月31日 2023年６月26日

2023年11月10日
取締役会

普通株式 176 利益剰余金 20.00 2023年９月30日 2023年12月６日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 882 利益剰余金 50.00 2024年３月31日 2024年６月24日
 

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 17,765 － － 17,765

合計 17,765 － － 17,765

自己株式     

普通株式(注)２ 108 0 1 107

合計 108 0 1 107
 

（注）　自己株式の増減要因は次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　０千株

譲渡制限付株式報酬の付与による減少　　１千株
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 882 利益剰余金 50.00 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年10月30日
取締役会

普通株式 529 利益剰余金 30.00 2024年９月30日 2024年12月６日
 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2025年６月20日開催予定の定時株主総会の議案として、株式の配当に関する事項を次のとおり提案しています。

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会

普通株式 706 利益剰余金 40.00 2025年３月31日 2025年６月23日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 10,547百万円 11,952百万円

現金及び現金同等物 10,547 11,952 
 

 

２．重要な非資金取引の内容

（１）ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産の額

154百万円 －百万円

ファイナンス・リース取引に係る
債務の額

171百万円 －百万円
 

 

（２）新たに計上した資産除去債務の額

重要な資産除去債務の計上額は、連結財務諸表「注記事項（資産除去債務関係）」をご参照ください。
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

店舗における建物、工具器具及び備品等であります。

 
②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(２)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：百万円)

 前連結会計年度(2024年３月31日)

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 175 100 68 5

合計 175 100 68 5
 

 

(単位：百万円)

 当連結会計年度(2025年３月31日)

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建物 140 80 58 0

合計 140 80 58 0
 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 8 5

１年超 8 2

合計 17 8

リース資産減損勘定の残高 8 6
 

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

支払リース料 12 9

リース資産減損勘定の取崩額 6 4

減価償却費相当額 3 3

支払利息相当額 0 0

減損損失 － 1
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(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

 
２．オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、調達については銀行借入による方針でありま

す。また、デリバティブは、外貨建債権の為替変動リスクを回避するために必要に応じて為替予約を利用してお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、主としてフランチャイズ先に対するものであり、相手先の信用リスクに晒されており

ますが、当該リスクに関しては、フランチャイズ契約に従い、相手先別の期日及び残高管理を行うとともに、主要

な相手先の財務状況を決算期ごとに把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

差入保証金は、相手先の信用リスクに晒されておりますが、店舗開発部が相手先の状況を定期的にモニタリング

し、相手先別に期日及び残高管理を行うとともに、財政状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

営業債務である買掛金は、１カ月以内の支払期日であります。

借入金のうち短期借入金(当座借越)は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金(原則として５年以内)

及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。借入金は原則とし

て固定金利で調達しております。

また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計

画を作成するなどの方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足的説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表に含めておりません((注)をご参照ください。)。また、現金及び預金、売掛

金、買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 
前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1) 投資有価証券 5 5 －

(2) 差入保証金 4,460 3,877 △582

資産計 4,465 3,882 △582

(1) 借入金 3,243 3,225 △17

(2) リース債務 6,875 6,297 △577

負債計 10,119 9,523 △595
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1) 投資有価証券 7 7 －

(2) 差入保証金 4,369 3,493 △876

資産計 4,376 3,500 △876

(1) 借入金 2,011 1,977 △33

(2) リース債務 6,190 5,610 △579

負債計 8,201 7,588 △612
 

(注)　市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は下記のとおりであります。

  (単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

非上場株式 30 30
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

(1) 現金及び預金 10,547 － － －

(2) 売掛金 2,505 － － －

(3) 差入保証金 406 1,161 994 1,897

合計 13,459 1,161 994 1,897
 

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

(1) 現金及び預金 11,952 － － －

(2) 売掛金 2,372 － － －

(3) 差入保証金 479 1,089 1,032 1,767

合計 14,804 1,089 1,032 1,767
 

 

４．借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 1,231 1,231 486 293 － －

リース債務 1,251 1,045 818 638 480 2,641

合計 2,483 2,276 1,304 931 480 2,641
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 1,231 486 293 － － －

リース債務 1,062 857 697 508 473 2,589

合計 2,293 1,344 991 508 473 2,589
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５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 5 － － 5

資産計 5 － － 5

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 7 － － 7

資産計 7 － － 7

該当事項はありません。 － － － －

負債計 － － － －
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 3,877 － 3,877

資産計 － 3,877 － 3,877

借入金 － 3,225 － 3,225

リース債務 － 6,297 － 6,297

負債計 － 9,523 － 9,523
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

 

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 3,493 － 3,493

資産計 － 3,493 － 3,493

借入金 － 1,977 － 1,977

リース債務 － 5,610 － 5,610

負債計 － 7,588 － 7,588
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

・投資有価証券

活発な市場における相場価格を用いて上場株式を評価しており、レベル１の時価に分類しております。

・差入保証金

返済予定額を安全性の高い公社債の利回りで割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

・借入金及びリース債務

元利金の合計額を、市場金利及び信用リスクを加味した利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル

２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

その他有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

 

 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 5 4 0

小計 5 4 0

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 5 4 0
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額　30百万円)は市場価格のない株式等であるため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

 

 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 7 4 3

小計 7 4 3

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 7 4 3
 

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額　　30百万円)は市場価格のない株式等であるため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 
(退職給付関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、12百万円であります。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、14百万円であります。

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産      

建物・構築物 834百万円  866百万円

土地・借地権 294  271 

リース資産 189  146 

少額減価償却資産 19  26 

貸倒引当金 0  － 

未払事業税 110  134 

賞与引当金 88  139 

リース資産減損勘定 3  1 

資産除去債務 301  348 

その他 505  515 

繰延税金資産小計 2,346  2,450 

評価性引当額 △799  △273 

繰延税金資産合計 1,547  2,177 

繰延税金負債      

建物・構築物 △5  △42 

資産除去債務に対応する資産 △140  △153 

その他 0  △1 

繰延税金負債合計 △146  △196 

繰延税金資産(負債)の純額 1,401  1,980 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当連結会計年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 34.2％  34.5％

(調整)      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4  0.3 

住民税均等割等 2.3  1.8 

評価性引当額の増減 △0.3  △8.0 

税額控除 △4.7  △2.7 

在外連結子会社との税率差異 0.0  △0.2 

その他 △0.2  △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.7  25.3 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１

日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引上げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率について、2026年４月１日に開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異は従来の34.5％から35.4％となります。

この結果、当連結会計年度において、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が28百万円、

法人税等調整額が28百万円、それぞれ増加しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

主に店舖用土地及び建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 
２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から６年から20年と見積り、割引率は0.01％から2.17％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

 
３．当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

期首残高 806百万円 932百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 22 103 

見積りの変更による増加額 159 － 

時の経過による調整額 3 6 

資産除去債務の履行による減少額 △69 △46 

その他増減額(△は減少) 9 0 

期末残高 932 997 
 

 
(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報　　

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

  (単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 国内 海外 計

売上高     

店舗売上高 53,234 5,487 58,721 58,721

その他 － 3,116 3,116 3,116

顧客との契約から生じる収益 53,234 8,604 61,838 61,838

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 53,234 8,604 61,838 61,838
 

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

  (単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 国内 海外 計

売上高     

店舗売上高 58,579 5,489 64,068 64,068

その他 － 3,404 3,404 3,404

顧客との契約から生じる収益 58,579 8,893 67,472 67,472

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 58,579 8,893 67,472 67,472
 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報

連結財務諸表の「注記事項(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に関する事項)」に同一の内容を記載

しているため、注記を省略しております。

 

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

(1) 契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

 

 当連結会計年度(百万円)

契約負債(期首残高) 393

契約負債(期末残高) 127
 

連結貸借対照表上、契約負債は「流動負債」の「その他」及び「固定負債」の「その他」に、それぞれ103百万

円、24百万円計上しております。

契約負債の内容は下記の通りです。

・「SushiCa」のチャージ分及び付与したポイントが期末時点において履行義務を充足していない残高

・ロイヤリティ収入のうちフランチャイズ契約時に受け取る加盟金で、未経過の契約期間に対応する収益
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

・「SushiCa」のチャージ分及び付与したポイントの残存履行義務に配分した取引価格については、103百万円で

あり、過去の実績より、今後２年程度で使用され収益を認識することを見込んでおります。

・フランチャイズ契約時に受け取る加盟金の残存履行義務に配分した取引価格については、24百万円であり、今

後１年から17年間の間で収益を認識することを見込んでおります。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(1) 契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

 

 当連結会計年度(百万円)

契約負債(期首残高) 127

契約負債(期末残高) 102
 

連結貸借対照表上、契約負債は「流動負債」の「その他」及び「固定負債」の「その他」に、それぞれ69百万

円、33百万円計上しております。

契約負債の内容は下記の通りです。

・「SushiCa」のチャージ分及び付与したポイントが期末時点において履行義務を充足していない残高

・ロイヤリティ収入のうちフランチャイズ契約時に受け取る加盟金で、未経過の契約期間に対応する収益

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

・「SushiCa」のチャージ分及び付与したポイントの残存履行義務に配分した取引価格については、69百万円であ

り、2025年５月31日の廃止時をもって、収益を認識することを見込んでおります。

・フランチャイズ契約時に受け取る加盟金の残存履行義務に配分した取引価格については、33百万円であり、今

後１年から16年間の間で収益を認識することを見込んでおります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、レストラン関連事業を行っており、直営、フランチャイズのサービス形態別に国内及び海外の包括的な戦

略を立案し、事業展開しております。

したがって、当社は、管理体制別のセグメントから構成されており、「国内事業」及び「グローバル事業」の２つ

を報告セグメントとしております。

また、当連結会計年度より「海外事業」としていたセグメント名称を「グローバル事業」に変更しております。当

該名称変更によるセグメント情報に与える影響影響はありません。なお、前連結会計年度の報告セグメントについて

も、変更後の名称で表示しております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

国内事業 グローバル事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 53,234 8,604 61,838 － 61,838

セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － － － －

計 53,234 8,604 61,838 － 61,838

セグメント利益 3,155 1,762 4,917 － 4,917

セグメント資産 23,920 5,082 29,002 3,771 32,774

その他の項目      

減価償却費 1,567 223 1,791 208 1,999

特別損失(減損損失) 209 57 266 － 266

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,110 227 1,337 51 1,389
 

(注) １．セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない本社及びセンターの固定資産等であります。

その他の項目の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用及び損失、有形固定資産及び無形固

定資産の取得価額であります。
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当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

国内事業 グローバル事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 58,579 8,893 67,472 － 67,472

セグメント間の内部売上高
または振替高

－ － － － －

計 58,579 8,893 67,472 － 67,472

セグメント利益 4,981 1,811 6,792 － 6,792

セグメント資産 25,132 5,570 30,702 4,112 34,814

その他の項目      

減価償却費 1,543 193 1,737 182 1,919

特別損失(減損損失) 239 27 266 － 266

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,937 715 2,652 270 2,922
 

(注) １．セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない本社及びセンターの固定資産等であります。

その他の項目の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用及び損失、有形固定資産及び無形固

定資産の取得価額であります。

 
【関連情報】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

   (単位：百万円)

 国内事業 グローバル事業 合計

外部顧客への売上高 53,234 8,604 61,838
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：百万円)

日本 米国 その他 合計

53,234 5,487 3,116 61,838
 

 

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 米国 合計

9,368 2,068 11,436
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３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが

ないため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

   (単位：百万円)

 国内事業 グローバル事業 合計

外部顧客への売上高 58,579 8,893 67,472
 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

   (単位：百万円)

日本 米国 その他 合計

58,579 5,489 3,404 67,472
 

 

(2) 有形固定資産

  (単位：百万円)

日本 米国 合計

9,656 2,139 11,796
 

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものが

ないため、記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2023年４月１日 至　2024年３月31日)及び当連結会計年度(自　2024年４月１日 至　2025年３

月31日)

「３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」に記載のとお

りであります。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱神明ホー
ルディング
ス

神戸市
中央区

100 持株会社 40.8
役員の兼任
出向者の受入

出向者の受
入

10 未払費用 －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱神明
神戸市
中央区

500
米穀等の
卸売業

―
役員の兼任
営業上の取引

食材の仕入 1,062 買掛金 103

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱神戸まる

かん
神戸市
東灘区

40
水産食品の
加工・販売

―
役員の兼任
営業上の取引

食材の仕入 404 買掛金 31

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱ゴダック
東京都
中央区

30
水産食品の
販売

― 営業上の取引 食材の仕入 103 買掛金 6

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

モチクリー
ムジャパン
㈱

神戸市
東灘区

10
菓子の
製造・販売

― 営業上の取引 食材の仕入 52 買掛金 2

 

(注)　１．㈱神明ホールディングスは、当社取締役藤尾益雄及びその近親者が議決権の57.9％（間接所有を含む）を

所有しております。また、同社は当社の議決権の40.8％を所有しており、支配力基準による親会社でありま

す。

２．㈱神明及び㈱ゴダックは、当社の親会社である㈱神明ホールディングスがその議決権の100％を所有する同
社の子会社であります。

３．㈱神戸まるかんは、当社の親会社である㈱神明ホールディングスがその議決権の88.3％を所有する同社の
子会社であります。

４．㈱神明ホールディングス、㈱神明及び㈱神戸まるかんは、当社取締役藤尾益雄が代表取締役を務める会社
であります。

５．モチクリームジャパン㈱は、㈱神明がその議決権の100％を所有する同社の子会社であります。
６．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案し、価格交渉の上決定しております。
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当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱神明
神戸市
中央区

500
米穀等の
卸売業

―
役員の兼任
営業上の取引

食材の仕入 1,592 買掛金 242

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱神戸まる

かん
神戸市
東灘区

40
水産食品の
加工・販売

―
役員の兼任
営業上の取引

食材の仕入 456 買掛金 39

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱ゴダック
東京都
中央区

30
水産食品の
販売

― 営業上の取引 食材の仕入 82 買掛金 19

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

モチクリー
ムジャパン
㈱

神戸市
東灘区

10
菓子の
製造・販売

― 営業上の取引 食材の仕入 22 買掛金 2

 

(注)　１．㈱神明ホールディングスは、当社取締役藤尾益雄及びその近親者が議決権の57.9％（間接所有を含む）を

所有しております。また、同社は当社の議決権の40.8％を所有しており、支配力基準による親会社でありま

す。

２．㈱神明及び㈱ゴダック並びに㈱神戸まるかんは、当社の親会社である㈱神明ホールディングスがその議決
権の100％を所有する同社の子会社であります。

３．モチクリームジャパン㈱は、㈱神明がその議決権の100％を所有する同社の子会社であります。
４．取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を勘案し、価格交渉の上決定しております。
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２．親会社または重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

㈱神明ホールディングス(非上場)

 
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 766円66銭 966円17銭

１株当たり当期純利益 184円76銭 280円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

 

(注)　１．当社は、2023年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益」

を算定しております。

２．１株当たり当期純利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 3,262 4,960

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(百
万円)

3,262 4,960

期中平均株式数(千株) 17,656 17,657
 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － － － ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,231 1,231 0.3 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,251 1,062 9.0 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,011 780 0.3 2026年～2028年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5,623 5,127 6.9 2026年～2052年

その他有利子負債 － － － ―

計 10,119 8,201 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。
 

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 486 293 － －

リース債務 857 697 508 473
 

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (百万円) 33,796 67,472

税金等調整前中間(当期)
純利益

(百万円) 3,947 6,642

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 2,572 4,960

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 145.66 280.95
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,010 10,148

  売掛金 ※１  2,537 ※１  2,402

  商品及び製品 542 678

  原材料及び貯蔵品 93 69

  前払費用 346 376

  その他 ※１  121 ※１  306

  流動資産合計 12,651 13,982

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 3,099 3,488

   構築物 529 565

   工具、器具及び備品 725 1,324

   土地 651 651

   リース資産 4,251 3,527

   その他 110 99

   有形固定資産合計 9,368 9,656

  無形固定資産   

   借地権 35 35

   ソフトウエア 275 226

   その他 23 22

   無形固定資産合計 334 284

  投資その他の資産   

   投資有価証券 35 37

   関係会社株式 178 178

   長期前払費用 353 312

   差入保証金 4,423 4,337

   店舗賃借仮勘定 59 11

   投資不動産 215 165

   繰延税金資産 977 1,581

   その他 194 15

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 6,436 6,639

  固定資産合計 16,139 16,579

 資産合計 28,791 30,562
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,201 2,506

  １年内返済予定の長期借入金 1,201 1,201

  リース債務 934 756

  未払金 ※１  2,002 ※１  1,619

  未払費用 1,891 1,817

  未払法人税等 1,049 1,496

  賞与引当金 255 405

  資産除去債務 29 5

  その他 286 258

  流動負債合計 9,851 10,065

 固定負債   

  長期借入金 1,973 772

  リース債務 4,476 3,714

  長期リース資産減損勘定 5 2

  資産除去債務 836 934

  その他 41 43

  固定負債合計 7,333 5,467

 負債合計 17,185 15,533

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100 100

  資本剰余金   

   資本準備金 1,344 1,344

   その他資本剰余金 1,053 1,057

   資本剰余金合計 2,398 2,402

  利益剰余金   

   利益準備金 78 78

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,000 1,000

    繰越利益剰余金 8,105 11,523

   利益剰余金合計 9,183 12,601

  自己株式 △77 △77

  株主資本合計 11,604 15,026

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 0 2

  評価・換算差額等合計 0 2

 純資産合計 11,605 15,028

負債純資産合計 28,791 30,562
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自  2023年４月１日
　至  2024年３月31日)

当事業年度
(自  2024年４月１日
　至  2025年３月31日)

売上高 ※１  56,514 ※１  62,129

売上原価 23,875 25,688

売上総利益 32,638 36,440

販売費及び一般管理費 ※１，※２  28,018 ※１，※２  29,840

営業利益 4,620 6,600

営業外収益   

 受取利息及び配当金 33 35

 受取賃貸料 14 9

 貸倒引当金戻入額 20 0

 受取手数料 147 146

 雑収入 ※１  51 ※１  16

 営業外収益合計 267 208

営業外費用   

 支払利息 85 67

 賃貸費用 22 1

 和解金 20 －

 雑損失 10 17

 営業外費用合計 137 86

経常利益 4,750 6,722

特別損失   

 固定資産除却損 28 7

 固定資産売却損 － 6

 減損損失 209 239

 賃貸借契約解約損 3 4

 特別損失合計 241 257

税引前当期純利益 4,508 6,464

法人税、住民税及び事業税 1,408 2,238

法人税等調整額 15 △604

法人税等合計 1,423 1,634

当期純利益 3,085 4,830
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 100 1,344 1,051 2,396 78 1,000 5,284 6,363

当期変動額         

剰余金の配当       △264 △264

当期純利益       3,085 3,085

自己株式の取得         

自己株式の処分   2 2     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － 2 2 － － 2,820 2,820

当期末残高 100 1,344 1,053 2,398 78 1,000 8,105 9,183
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △78 8,781 △0 △0 8,780

当期変動額      

剰余金の配当  △264   △264

当期純利益  3,085   3,085

自己株式の取得 △1 △1   △1

自己株式の処分 1 4   4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  1 1 1

当期変動額合計 0 2,823 1 1 2,825

当期末残高 △77 11,604 0 0 11,605
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当事業年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 100 1,344 1,053 2,398 78 1,000 8,105 9,183

当期変動額         

剰余金の配当       △1,412 △1,412

当期純利益       4,830 4,830

自己株式の取得         

自己株式の処分   3 3     

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

        

当期変動額合計 － － 3 3 － － 3,417 3,417

当期末残高 100 1,344 1,057 2,402 78 1,000 11,523 12,601
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △77 11,604 0 0 11,605

当期変動額      

剰余金の配当  △1,412   △1,412

当期純利益  4,830   4,830

自己株式の取得 △0 △0   △0

自己株式の処分 1 4   4

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  1 1 1

当期変動額合計 0 3,422 1 1 3,423

当期末残高 △77 15,026 2 2 15,028
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりま

す。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

 
(2) デリバティブ

時価法を採用しております。

 
(3) 棚卸資産

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用し

ております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　７～34年

構築物　　10～20年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

 
(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 
(4) 投資不動産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　７～31年

構築物　　10～12年

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

(1) 店舗売上

当社は、レストラン事業を営んでおります。主に店舗において顧客が注文した料理を提供する履行義務があり、

提供した時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。なお、収益は顧客との契約

において約束された対価から値引きなどを控除した金額で測定しております。

 
(2) その他

(外部販売売上)

当社は、顧客(フランチャイジー)に食材等の販売を行っております。顧客が注文した商品を引き渡す履行義務が

あり、引き渡した時点で履行義務を充足していることから当該時点で収益を認識しております。なお、顧客への販

売における役割が代理人に該当する取引については、総額から取引先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認

識しております。

(ロイヤリティ収入)

当社は、フランチャイズ契約に基づき、顧客(フランチャイジー)に当社の商標・ブランドイメージ等の知的財産

を使用し店舗を運営する権利及び当該店舗に経営上のノウハウを提供する履行義務があります。顧客の売上高に応

じて履行義務が充足していることから毎月、顧客の月額売上高が計上された時点で収益を認識しております。

 
５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 
(2) 控除対象外消費税等の会計処理方法

資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の費用として処理しております。
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(重要な会計上の見積り)

１．固定資産の減損

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
科目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円）

有形固定資産（注）１ 9,368 9,656

無形固定資産（注）１ 334 284

投資その他の資産（注）１、２ 250 186

減損損失（注）３ 209 239
 

（注）１．このうち、当事業年度における店舗の固定資産は8,671百万円であります。

２．投資その他の資産については、減損会計の対象となった勘定科目の金額を記載しております。

３．当事業年度における減損損失239百万円は店舗の固定資産の減損によるものであります。

 
(2) 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

　当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、店舗を基本単位としたグルーピングを行っております。減損の兆候がある店舗については減損の

認識の判定を行い、減損損失を認識すべきと判定する場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額することにより減

損損失を計上しております。回収可能価額は正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測定して

おり、使用価値は将来キャッシュ・フローを割り引いて算出しています。

 
(3) 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

将来キャッシュ・フローの見積りは、過去の実績や外部環境及び内部環境を反映して作成した翌事業年度の予

算を基礎として算出されており、その主要な仮定は、売上高の変動見込み、売上原価の変動見込み、人件費の変

動見込みであり、これらを総合的に勘案して以下のように決定しております。

・売上高については、主に客数及び客単価で構成されており、客数は、店舗毎に当事業年度の実績を基に増減要

因を考慮し算定し、客単価は、店舗毎の販売価格及び翌事業年度以降計画している販売価格変更の影響を考慮

し算定しております。

・売上原価については、翌事業年度以降予測される食材価格上昇の影響等を考慮し算定しております。

・人件費については、主に労働時間及び時給で構成されており、労働時間は、店舗毎の売上高に応じた労働時間

計画で算定し、時給は、店舗毎の時給及び翌事業年度以降予測される最低賃金の上昇の影響を考慮し算定して

おります。

・2027年３月期以降は、翌連結会計年度の予算を基礎として、主要な仮定の変動を考慮して見積っております。

 
(4) 翌事業年度の財務諸表に与える影響

　将来キャッシュ・フローの見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、

実際の使用価値が見積りと異なった場合、翌事業年度において、追加の減損損失を認識する可能性があります。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期金銭債権 37百万円 88百万円

短期金銭債務 0 2 

長期金銭債務 6 － 
 

 

２　当座貸越契約等

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び
コミットメントラインの総額

2,300百万円 2,000百万円

借入実行残高 － － 

差引額 2,300 2,000 
 

 

(損益計算書関係)

※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

営業取引による取引高     

売上高 162百万円 145百万円

販売費及び一般管理費 20 43 

営業取引以外の取引による取引高 0 0 
 

EDINET提出書類

株式会社Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ(E03176)

有価証券報告書

 92/108



 

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度87％、当事業年度91％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度13％、当事業年度９％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

広告宣伝費 543百万円 305百万円

賃借料 2,932 3,071 

給料及び手当 14,453 15,790 

賞与引当金繰入額 253 397 

福利厚生費 1,311 1,271 

減価償却費 1,775 1,725 

水道光熱費 1,674 1,684 

消耗品費 819 883 

その他 4,253 4,709 
 

 

 
(有価証券関係)

子会社株式

前事業年度(2024年３月31日)

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

   

区分 前事業年度

子会社株式 178百万円
 

 

当事業年度(2025年３月31日)

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

   

区分 当事業年度

子会社株式 178百万円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2024年３月31日)  
当事業年度

(2025年３月31日)

繰延税金資産      

建物・構築物 834百万円  866百万円

土地・借地権 294  271 

リース資産 189  146 

少額減価償却資産 19  26 

貸倒引当金 0  0 

未払事業税 110  134 

賞与引当金 88  139 

リース資産減損勘定 3  1 

資産除去債務 298  332 

その他 79  90 

繰延税金資産小計 1,917  2,010 

評価性引当額 △799  △273 

繰延税金資産合計 1,118  1,736 

繰延税金負債      

資産除去債務に対応する資産 △140  △153 

その他 △0  △1 

繰延税金負債合計 △140  △154 

繰延税金資産(負債)の純額 977  1,581 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2024年３月31日)
 

当事業年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 34.2 ％  34.5 ％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4   0.3  

住民税均等割等 2.5   1.8  

評価性引当額の増減 △0.3   △8.2  

税額控除 △5.1   △2.5  

その他 △0.1   △0.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.6   25.3  
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１

日以後に開始する事業年度から法人税率等の引上げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率について、2026年４月１日に開始す

る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異は従来の34.5％から35.4％となります。

この結果、当事業年度末において、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が28百万円、法

人税等調整額が28百万円、それぞれ増加しております。

 
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｇｅｎｋｉ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｄｉｎｉｎｇ　Ｃｏｎｃｅｐｔｓ(E03176)

有価証券報告書

 95/108



④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：百万円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固
定資産

建物 3,099 1,115
189
(184)

536 3,488 5,887

構築物 529 101
0
(0)

65 565 731

工具、器具及び
備品

725 911
54
(51)

258 1,324 1,077

土地 651 －
－
(－)

－ 651 －

リース資産 4,251 －
0
(0)

724 3,527 3,399

その他 110 1 － 12 99 231

計 9,368 2,129
244
(236)

1,597 9,656 11,326

無形固
定資産

借地権 35 －
－

(－)
－ 35 －

ソフトウエア 275 78
1
(1)

126 226 755

その他 23 0
－
(－)

1 22 21

計 334 78
1
(1)

128 284 776
 

(注) １．「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。
建物  新設店舗 933百万円
工具、器具及び備品  新設店舗 287百万円

    
 

 

【引当金明細表】

(単位：百万円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 0 0 0 0

賞与引当金 255 397 247 405
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日
３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
(特別口座)
東京都府中市日鋼町１－１
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　　証券代行部

株主名簿管理人
(特別口座)
東京都府中市日鋼町１－１
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL　https://www.genki-gdc.co.jp/

株主に対する特典

当社は、株主の皆様からの日ごろの温かいご支援に感謝して、単元株(100株)以上ご所
有の株主様に次の基準により年2回(6月・12月)株主優待食事券を発行しております。
 2022年9月末基準日分より継続保有制度を導入し、株主優待制度を拡充いたしました。
※基準日（株主優待の権利確定日）：3月31日（期末）／9月30日（中間）

基準日時点所有株式数
継続保有期間

３年未満 ３年以上

2,000株以上
500円×30枚

（年間30,000円相当）
500円×40枚

（年間40,000円相当）

1,000株以上
2,000株未満

500円×15枚
（年間15,000円相当）

500円×20枚
（年間20,000円相当）

200株以上
1,000株未満

500円×3枚
（年間3,000円相当）

500円×4枚
（年間4,000円相当）

100株以上
200株未満

500円×1枚
（年間1,000円相当）

500円×2枚
（年間2,000円相当）

 

 

(注)　単元未満株式についての権利

当社の株主(実質株主を含む。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書  

事業年度(第45期)(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日) 2024年６月24日
関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類  

事業年度(第45期)(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日) 2024年６月24日
関東財務局長に提出

(3) 半期報告書及び確認書  

(第46期中)(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日) 2024年11月11日
関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(代表取締役の異動)に基づ
く臨時報告書であります。

2024年６月24日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行
使の結果)に基づく臨時報告書であります。

2024年６月25日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(臨時株主総会における議決
権行使の結果)に基づく臨時報告書であります。

2024年12月19日
関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(代表取締役の異動)に基づ
く臨時報告書であります。

2025年３月19日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年６月18日

株式会社Genki Global Dining Concepts

取締役会　御中

 
ＥＹ新日本有限責任監査法人

 

大　阪　事　務　所  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寶　野　裕　昭  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷　間　　　薫  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Genki Global Dining Conceptsの2024年４月１日から2025年３月31日ままでの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社Genki Global Dining Concepts及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社Genki Global Dining Conceptsにおける店舗固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

【注記事項】(重要な会計上の見積り)に記載されてい
るとおり、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上さ
れている店舗の固定資産の残高は10,811百万円である
(総資産の31%)。これらは主に、株式会社Genki Global
Dining Conceptsの店舗固定資産であり、当事業年度末
の貸借対照表において計上された店舗固定資産の残高は
8,671百万円である。また、当事業年度の損益計算書に
おいて、店舗の固定資産に係る減損損失を239百万円計
上している。
会社は店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小単位としてグルーピングして減損の兆候を判定し、
減損損失の認識・測定においては、将来キャッシュ・フ
ローを見積り、割引前将来キャッシュ・フロー合計が店
舗固定資産の帳簿価額を下回る場合に減損損失を認識し
ている。減損損失の認識が必要と判定された店舗につい
ては、当該店舗に係る固定資産の帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として当連結会計
年度の損失に計上している。なお、回収可能価額は正味
売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で測
定しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを割り
引いて算出している。
当該将来キャッシュ・フローの算定上の主要な仮定

は、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載され
ているとおり、売上高、売上原価、人件費の変動見込み
である。
以上より、店舗固定資産の減損の兆候判定において

は、一般的に原価及び経費の店舗間付け替え等の店舗間
損益の調整をすることにより減損の兆候を回避する可能
性があり、認識・測定において、経営者の主観的判断を
伴う仮定が複数存在することから、当監査法人は店舗固
定資産の減損の兆候判定・認識・測定を監査上の主要な
検討事項と判断した。

当監査法人は、店舗固定資産の減損損失の検討に当た
り、主として以下の監査手続を実施した。
 

【兆候判定】
・本社費等の間接費の配賦額については、配賦計算のロ
ジックと計算結果を検討した。

・原価及び経費の店舗間付け替えによる営業赤字の回避
が行われていないことを検証するために、店舗間振替
の仕訳を抽出し、振替前後の各店舗の営業損益を比較
した。

・経営環境の著しい悪化や既存固定資産の用途変更等の
有無を把握するために、経営者等への質問や各会議体
議事録及び資料の閲覧を実施した。
 

【重要な固定資産を保有する店舗の減損の認識・測定】
・過年度において策定された店舗別の予算と実績とを比
較することにより、経営者の見積りプロセスの有効性
を評価した。

・将来キャッシュ・フローの算定上の重要な仮定を理解
するために、経営者及び事業計画作成責任者に店舗の
予算作成プロセスに関して質問を実施した。

・将来キャッシュ・フローの算定上の重要な仮定である
売上高、売上原価、人件費の変動見込みの実現可能性
を評価するために、店舗別予算について当事業年度の
実績と比較し、店舗単位で実施される施策について経
営者と協議し、店舗別予算との整合性を検討した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社Genki Global

Dining Conceptsの2025年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社Genki Global Dining Conceptsが2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（3）【監査の

状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年６月18日

株式会社Genki Global Dining Concepts

取締役会　御中

 
ＥＹ新日本有限責任監査法人

 

大　阪　事　務　所  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寶　野　裕　昭  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷　間　　　薫  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Genki Global Dining Conceptsの2024年４月１日から2025年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Genki Global Dining Conceptsの2025年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
店舗固定資産の減損

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項と同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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